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産炭地の産業機械工業
――宇部鉄工所の経営を事例として――

三　浦　　　壮

1 日本産業機械工業会産業機械工業発展過程編集委員会（1965）13頁。以下同書については産業機械工業会
（1965）と略記する。

2 産業機械工業会（1965） 3 頁。

1．はじめに

産業機械工業は，各産炭地における産業構成を分析する際，はずすことができない部門である。

本稿は産炭地の産業機械工業の実相を，宇部炭田における宇部鉄工所の経営を事例として検討す

る。

産業機械とは船舶，輸送機械などと並ぶ機械工業の一分野である。日本経済史学における産業機

械工業に関する分析は，これまで明治期を中心として展開してきた〔代表的なものとしては鈴木

（1996）〕。他方，第一次大戦期および戦間期を対象としたものとなると，産業機械の一分野である

工作機械工業については沢井（2013）に代表される緻密な分析が存在する一方，それ以外の産業機

械工業については，鉱山，繊維を対象とした産業史と比較した場合，研究数は大幅に絞られるよう

に思われる。

後述するが，日本の産業機械工業の展開にとって鉱山業および同業資本の役割と鉱山用機械は，

きわめて枢要な位置づけを与えられている。それにもかかわらず，産炭地に展開する鉱山機械メー

カーの分析は，安川電機の分析〔長谷川（1982），同（1985）〕以外，充分に掘り下げられた研究が

見出しがたい状況にある。本稿の意義は，まずはこの部分にある。

当該期における産業機械工業を対象とした研究として産業機械工業会（1965）があげられる。同

書はアカデミズムが中心となって編纂されたものではない。科学技術庁の調査官・技官が執筆した

ものである。しかし，各機械メーカーからの編集委員の派遣と文献の提供，グループ研究による資

料収集に裏打ちされ，産業機械工業に関する網羅的な実証成果をあげ，同業の特質についても優れ

た整理を行っている。そこで同書にしたがい，産業機械の特質を確認しよう。

産業機械は，発注企業にとって「経済的にも技術的にも重要な労働手段であって，その品質，性

能がこれを使用する需要産業の生産物の品質の良否，コストの高低を直接左右するという性質を

持っており，価格よりもむしろ品質，性能が重視」された1。そのため他の財と比較して，産業機械

は「価格よりも総合的な性能が重視され，製品保証，アフター・サービスに重点が置」かれ，「生

産者と需要者との間に密接な結びつきが生じやすい」という特徴を持っていた2。

また，産業機械は資本財であり，需要者にとっては投資の対象であることから，景気変動の影響
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を強く受ける部門であった。そのため原材料，消費財部門にくらべ，「不況は早く訪れ，長期間に

わたり」，「好況期の到来は遅く，短い」ことになり，「他の工場に比べて資本蓄積が困難」という

特徴をもっていた3。このことは，宇部鉄工所の経営が宇部産業界における他の業種（炭鉱，セメン

ト，化学工業）のなかでも，特に難しいかじ取りを宿命づけられていたことを想起させるものであ

る。

産業機械工業にはもう一つ重要な特徴があった。それは一つの企業が多角的に様々な業種にわた

る産業機械の生産を手掛ける傾向がみられたということである。産業機械の種類は広範にわたって

いた一方，その加工設備，加工技術に類似性があったことが要因である。メーカー側としても産業

機械の国内市場が小さく，つねに輸入機械の圧力があり，単一機種の専門生産では企業の発展が容

易ではなかったため，複数の産業と取引関係を結ぶことになった4。

前述のように，わが国において，明治期に産業機械の主軸となったのは鉱山用機械であった。鉱

山用機械は，鉱山の附属工場（もしくは同資本系の機械工場）によって自山で使用する機械の製作

を通じながら，設計・製作技術の向上をはかるという経路を取った5。主力となったのはポンプと巻

上機である。周知のように，日本の鉱工業生産における鉱山業の比重は高かった。一方，そこで使

用される鉱山用機械は，他の産業機械とは異なり「機械類の導入の時期と国産化の時期は非常に接

近し」ていたとされ6，他産業向けの機械と比較すると業界としての層は厚く，商取引も早期の展開

をみたと推測される。

産業革命が進行し，北部九州が石炭鉱業の中心地として発展すると，三池炭鉱の附属工場（のち

の三池製作所），長崎造船所（三菱造船所），幸袋工作所，谷口鉄工所などの諸企業・工場が各産炭

地へ鉱山用機械を供給するようになった。宇部炭田の出炭増加は，北部九州の諸炭田より遅れて進

行したが，出炭量の増加につれて，筑豊・三池などと同じく同資本系による機械修理工場のニーズ

が高まり，さらに産業としても成立することになったと思われる。

これをふまえ，本稿では1914年から1941年における宇部鉄工所の経営を，以下の 4期間に分けて

検討する。

第 1期は1914年から1920年である。ポンプ・巻上機などの鉱山用機械を中心としながら，製作技

術の応用がきく機械製作に従事した時期である。第 2期は1921年から1932年である。デフレによる

受注減に対して，宇部セメント向けの機械製作を通じ，売上高を確保と実質生産額を増加させ，セ

メント用機械・ミル（微粉炭燃焼装置）の技術を蓄積した期間である。第 3期は1933年から1936年

である。第 2期で蓄積した技術をもとに，非宇部資本系企業に対するセメント・鉱山用機械の受注

を増やすとともに，材料の自給化に足を進めた時期である。第 4期は1937年から1941年である。こ

れまでに蓄積・練磨した技術を基盤に，受注の軸を非宇部資本系企業へ大きく移すとともに，設備

3 産業機械工業会（1965） 3 頁。
4 産業機械工業会（1965） 4 頁。
5 産業機械工業会（1965）14頁。
6 産業機械工業会（1965）18頁。
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投資額を飛躍的に引き上げ，製鉄事業の強化・兵器生産設備の新設によって材料の確保に努めた時

期である。

2．創立プロセスと第1期：1914～1920年

2 -1 創立の過程
周知のように，産業機械工業は第一次世界大戦時の発展を契機として，その基盤を確立した7。ま

た，大正から昭和初期において，鉱山用機械の製作工場では同一資本系列だけではなく，広く他の

鉱山のために鉱山用機械を制作するようになり，さらに鉱山機械以外の産業機械の製作にまで手を

伸ばすなど製作機種の拡大が進んだ8。ミクロでみた宇部鉄工所の動きも，これと同様の軌跡をたど

ることになった。

弓削（1936）によれば，宇部鉄工所の前身である宇部新川鉄工所の設立計画は1913年10月に策定

された9。渡邊は，もともとは紡績会社の設立を考えていた。ところが，同年 9月に渡邊が名古屋の

有識者と情報交換した結果，紡績事業は資金調達上の参入障壁が高いことが判明し，断念せざるを

得なかった。一方で，鉱山用機械の製作であれば地域経済をけん引する水準までに達している石炭

産業との補完性発揮が見込まれることから，鉄工所設立の優先着手に転じることになった。弓削

（1936）では，徒弟学校を併設することで補助金の獲得が見込めたことも示唆されている10。

1914年 1 月に，宇部新川鉄工所が宇部村の住吉鉄工所買収を基礎として創立された11。企業形態

は匿名組合である。住吉鉄工所の詳細は分からないことが多い。もともとは筑豊炭田の直方で鉄工

所を営んでおり，多くのエバンスポンプの製作実績を有していた。その後，筑豊の蒸気ポンプ市場

が飽和状態となったことで，宇部へ移り住んで鉄工所を開業したとされる。宇部電気設立後は電気

ポンプの製作も行った12。同鉄工所に勤務経験がある東為介は「（住吉は：筆者）蒸気のエバンスポ

ンプの権威者で」「同鉄工所のポンプ制作技術と存在は炭鉱経営者にとっては大切であった」13 と回

顧している。

1913年の公式記録によれば，住吉が経営した工場の創業は日露戦後の1907年 3 月で，公式名称は

新川鉄工所であったようである。当時記録されている宇部所在の鉄工場は 3工場あり，住吉鉄工所

はその中でもっとも創業年次が新しく，金額ベースでの生産額は多かった14。渡邊ら発起人は，鉱

山機械の製作技術で優位性を持つ地元企業を買収することによって，技術開発の時間を短縮し，成

7 産業機械工業会（1965）147頁。
8 産業機械工業会（1965）147–148頁。
9 弓削（1936）371頁。
10 弓削（1936）368–371頁。
11 弓削（1936）371頁，373頁。
12 宇部時報社（1956）98–99頁。
13 宇部時報社（1956）27頁。
14 『山口県統計書 第 3編』（山口県）170頁。資料ではそのほかに，二川鉄工所（中野平太郎，1903年創業），
高橋鉄工所（高橋庄太，1895年創業）が記録されている。
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功確率がより高い新規事業の選択につなげたといえる。

宇部新川鉄工所の組合規約には，「若シ事業上損失アルトキハ其ノ持株ニ対シ責任ヲ負フモノト

ス」（20条）と明記され，組合員（出資者）は無限責任を負うことになった15。さらに組合員が持株

移動を希望する際は理事長の承認が必要（ 9条）であり，資本金には利子が支払われ，利率につい

ては地方銀行の 1ヶ年定期預金利子に準拠する（ 7条）ことが明記された16。弓削（1936）ではこ

の利率は年 7％であることが示されている17。

他方，規約には「資本金償却準備積立金」との項目があることから18，最終的に利子支払い義務

が消失する可能性を示唆する。実際の利子支払金額をみると，配当金の支払実績と連動することな

く固定額で推移している。そのため元金は固定され，準備積立金が満額になった段階，もしくは配

当金と準備積立金による払戻後に利子支払い義務が消失する性格であったとみられる。このように

配当とは別に利子が付される制度設計は，無限責任に対するプレミアムが上乗せされているとの解

釈も可能であることから，株主の得失を正確に評価することは難しい。しかし，企業側からみれば

内部留保の圧迫要因となる可能性をはらんでいた。

筆者の調査によれば，匿名組合時代に株主に支払われた配当・利子合計額 1万5241円のうち資本

金利子は7745円（50.4％）であった。このうち，14年上期から16年上期までは同前合計額5928円の

うち利子は4260円（71.9％）で，鉄工所の事業としては負担が大きかったことがうかがえる。他方，

好景気が顕在化した16年下期から17年下期は配当・利子合計額9313円のうち資本金利子は3489円

（37.5％）と，各期の株主支払総額は漸増したものの，そのなかに占める利子の割合は低下した19。

鉄工所の当初計画では，資本金を 5万円（ 1株500円・200株）と定めたようであるが，14年 1 月

までに10万円（ 1株200円・500株）へ増額している20。事業計算書では土工費，工場及び附属建物費，

諸機械肥，工場用器具什器費，雑費は変更がないが，流通資金及造船事業費其他ノ予備費が 5万円

増額されていることから，造船事業に振り向ける資金をより多く確保しつつ，経営資金で余裕をも

たせることが目的であったと推測される21。

以上をふまえ，宇部新川鉄工所の株主，役員構成を確認することで同所の性格をみていく。表 1

は創業後間もない1914年 6 月末の大株主である。上位株主は沖ノ山炭鉱，東見初炭鉱，西沖ノ山炭

鉱系の鉱業権者および要職者が占め，鉄工所の重役を兼任する形となっている。宇部鉄工所の株主

表から，各炭鉱の職能提供者を集計することで資本系列別の株式占有率を求めれば，沖ノ山系

15 「宇部鉄工所組合規約」『宇部鉄工所組合規約書』所収，宇部興産株式会社所蔵。
16 宇部興産株式会社（1969a）に資料抜粋が掲載されている。
17 弓削（1936）371頁。
18 前掲「宇部鉄工所組合規約」。同資料によれば，第 1期の株主総会（1914年 7 月15日）においてこの割合は
利益の30％以上，配当金支払金も30％以下と再設定された（当初の規約には数値のみで以上・以下の記述な
し）。

19 各期『営業報告書』（宇部新川鉄工所）『営業報告書 宇部新川鉄工所』宇部興産株式会社所蔵，前掲『宇部
新川鉄工所組合規約書』所収。

20 「大正三年一月十五日宇部新川鉄工所創立総会議事録」前掲『宇部新川鉄工所組合規約書』所収。
21 「事業計算書」前掲『宇部新川鉄工所組合規約書』所収。
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25％，東見初系 9％，西沖ノ山系 8％となる。これには各炭鉱の無機能出資を含めていないため，

実際の占有率はより高くなるであろうが，差し当たり沖ノ山系にかかわりのある資本がより多く投

入されたという理解でよいと思われる。

そのほか中小株主を仔細にみると，植田貞太郎（ 5株），河村喜平（ 5株），桂桃一（ 3株），国

重時右衛門（ 2株），末村佐太郎（ 2株），藤野久一（ 2株），新谷軍二（ 1株）など小規模炭鉱の

鉱業権者が存在している。これらもあわせて計算すれば，創業期の宇部新川鉄工所の株式を保有し

た鉱業権者（1914年 7 月 1 日時点）は，厚狭郡の登録鉱区の41.1％，出炭量の80.7％を占め，宇部

炭田に絞れば63.5％，85.6％に達していた。

機械製作業務とかかわりのある部分をみよう。株主には香川愷太郎（ 3株），岸崎秀一（ 2株），

竹中雪蔵（ 2株）そして赤崎定介（20株）がいる。香川・岸崎は沖ノ山炭鉱，竹中雪蔵は東見初炭

鉱，赤崎はのちに第二沖ノ山炭鉱のそれぞれ機械係を務めた人物である。主要取引先として想定さ

れる炭鉱の性状とそれに適した鉱山用機械の知見を持つ人物が株主に加わったといえるだろう22。

買収元からは住𠮷六郎（40株），住吉栄吉（10株）が大株主となり，両者をあわせれば株式占有

22 以上，株主・役員・鉱区に関する考察の典拠は表 1に同じ。

氏名 株数 備考
株

渡邊祐策 45
理事，沖ノ山・神原炭鉱鉱業権者
（1914年）

住吉六郎 40 工務部員（1916年）

村田増太郎 20
監査役，王子新八幡炭鉱鉱業権者
（1914年）

藤本閑作 20 理事，東見初炭鉱鉱業権者（1914年）

高良宗七 20
理事，西沖ノ山・大正・北蛭子炭鉱鉱
業権者（1914年）

国吉信義 20 理事，東見初炭鉱鉱務長（1917年）
入江護一 20 監査役
牧三平治 20 理事
赤崎定介 20 第二沖ノ山炭鉱機械係（1917年）
紀藤閑之介 10
前田新平 10 第二沖ノ山炭鉱販売部（1917年）
梶山芳平 10 西沖ノ山炭坑副頭取（1917年）
住吉栄吉 10 工務部員（1916年）
出所：「宇部新川鉄工所株主姓名表」『営業報告書 宇部新
川鉄工所』所収，宇部興産株式会社所蔵，『福岡鉱務署管
内鉱区一覧』（福岡鉱山鉱務所，1914年），「宇部名鑑」
『宇部時報』1917年1月1日。

表1　大株主一覧（1914年6月末，総株数500株）
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率は10％に達し，諸炭鉱資本系の株主に比肩する一勢力となり得るものであった。これは住吉鉄工

所が現物出資されたことが要因と推認される。他方，これほどの株式を保有しながら，住吉家は理

事・監事などの経営職（役員）には就かず，工務部員として職能を提供するにとどまった。企業経

営に関わる実績・職能を有する渡邊たちと，産業機械の製作技術を有する住𠮷との間で職域の分業

化が進められたといえる23。

2 -2 営業成績と資金調達
以上をふまえ，第 1期における宇部鉄工所の営業成績と資金調達について検討しよう。表 2は本

稿で分析対象とする，宇部鉄工所時代も含めた資産と損益・利益処分，生産額の一覧である。

1916年まで払込資本金は 2万4700円で横ばいであり，17年になり 5万円に増加した。創立のプロ

セスで公称資本金を 5万円から10万円に増額変更したものの，実質的には当初計画の枠内での払込

にとどまったといえる。18年に株式会社に改組して以降は12万5000円となり，この額は1933年まで

16年間維持されることになった。この間，固定資産は16年以降漸増し，株式会社に改組して以降は

12万円前後の数値で落ち着きをみせた。ところが総資産は，より早いテンポで増加し，16年に 8万

円，17年には16万円，18年には30万円に達した。流動資産が急速に膨らんだことが要因であり，い

うまでもなく第一次世界大戦の影響を受けたためである。

これを検討するため，フローの推移をみよう。総収入は16年までも増加基調にあったが，17年，

18年になると飛躍的ともいえる伸長をみせた。とりわけ18年の49万円という数値は，名目値ではそ

の後14年に破られることがない数値となった。翌19年，20年にかけては減少傾向に転じているもの

の，依然として高水準で推移した。これを支出から差し引いた差引損益は，16年より増加基調と

なったのち，17年，18年に急激に膨らみ，19年以降は支出の増加にともない，総収入の下落率より

も大きく低下することになった。

以上をふまえて利益率を算出すると，第 1 期における通計の償却前利益は，総資産ベースで

17.7％，払込資本金ベースで42.1％となり，償却金を差し引いた純益金割ってもそれぞれ13.6％，

32.3％と優れた数値を示している。会計年度別の推移では16年から上昇し，17年がピークとなり，

18年から20年にかけて低下した。

総収入（フロー）ベースでみた利益率に目を移すと，16年から17年にかけては製品価格の上昇の

テンポが製造コストのそれを上回っていることが読みとれる24。他方，18年以降その差が縮小傾向

に転じていることから，16年・17年よりも製造コストの上昇が売り上げを食いつぶす傾向が強まり，

23 現場における住𠮷一族のポジションは高かった。住吉六郎の息子である兼松は東京新橋の鉄道工場で入所し
て技能を習得後，1919年10月に宇部鉄工所に入社し〔宇部時報社（1956〕）100頁〕，1943年 1 月時点で支配
人に次ぐ俸給を受給している（「職員昇給調書」『昭和十六年以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所
収，宇部興産株式会社所蔵〕。

24 ただし16年上期は製造コストの上昇がマネージできず「前期ニ比シ約三割強超過ノ製品ヲ売出シタルニ係ハ
ラズ其純利益トスル所反テ約一割八分強ノ減少ヲ来セル」とされている〔『第 5期営業報告書』（宇部新川鉄
工所，1916年）前掲『営業報告書 宇部新川鉄工所』，所収）。
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利益を圧迫しているようにみえる。しかしそれを差し引いても，最終需要の強い動きに支えられた

ことで充分に高い水準の利益を確保したのであろう。

表 3は宇部鉄工所（宇部新川鉄工所）の資金調達を示している。第 1期の設備投資は払込資本金

を主軸とし，利益金を副軸として遂行された。設備投資が行われたのは1914年，16年，17年，18年

である。14年・18年は払込資本金を中心とし，16年は純益金で調達されている25。そのため固定資

産は自己資本を原資として調達された。

資本金の払い込みは流動資産の確保にも用いられた。17年の増加については「融通資金を充実す

るの必要あるを以て一株に付金五十円総額二万五千円の払込を為す」26 と報道があり，とくに原材

料の購入資金に充てられたようである。しかしながら表 3によれば，流動資産の資金調達において

は，自己資本以上に他人資本の役割が重要かつ不可欠なものであったことが読み取れる。

他人資本は銀行勘定，諸借入金，支払手形・買掛金の 3つが主たるものである。銀行勘定は中長

期，諸借入金は短中期，支払手形・買掛金は短期の資金として利用された。創業初年度（14年）は

自己資本を固定資産形成の主軸としつつ，銀行勘定や借入金，支払手形等を流動資産の原資に充て

ている。自己資本比率は56.3％，固定比率は92.2％であることから，機械設備はともかくとしても，

原材料等流動資産のやり取りは，借入金がなければマネージが成り立たない状況にある。この借入

元は不明であるが，役員関係者による何らかの資金供与がなされた可能性も考えられる。

1916年になると企業業績に好影響が出始め，追加の設備投資以上のボリュームで流動資産の原資

を確保しなければならなかった。「多量ノ原料材料ヲ購入シ以テ時世ノ進展ニ遅レズ又タ華客ノ眷

願ニ報イ」る必要があったためである。この資金調達は銀行借入によってかなりの部分がまかなわ

れ，資本金の追加払込は行われなかった。そのため，16年末に自己資本比率は50％を割ることに

なっており（表 2），「悉ク借入ノミニ信頼シ此事業ノ経営ヲ継続セントスル」ことは「到底不可能」

と判断され，前述のように，17年には流動資産の原資として払込資本金も動員されることになった

ようである27。

とはいえ表 3によれば，このような動きと並行するかたちで銀行勘定は19年まで純増が続いてい

ることから，原材料の調達に対して銀行融資が欠くべからざる機能を継続していることはおさえて

おくべきである。諸借入金においても，14年の借入が17年までに償還されたのち，翌18年に再び大

きな借入がなされ，企業活動を支えることになっている。1918年上期の営業報告ではインド，米国

産銑鉄の禁輸措置により，銑鉄類の供給先が釜石，本渓湖，輪西へ転換したことに伴う合金の品質

管理で苦しみ，流動資金の調達が必要であったことを示唆している28。この諸借入金は19年にはか

25 16年下期の営業報告では「新築鋳物工場ハ竣成シテ予期ノ如ク其費金ハ本期ノ純益金ヲ以テ之ヲ償却シテ」
と記載されている〔『第 6期営業報告書』（宇部新川鉄工所，1917年）前掲『営業報告書 宇部新川鉄工所』
所収〕。

26 「新川鉄工所総会」『宇部時報』1917年 1 月15日。
27 以上，引用個所は前掲『第 6期営業報告書』による。
28 『第 1期 営業報告書』（宇部鉄工所，1918年）（『（株）宇部鉄工所 /第 1～24期営業報告書 /ʻ18.7～ ʻ29.11』所収，
宇部興産株式会社所蔵）。
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なり返済されていることから，同金は銀行勘定よりもスポット的な性格を有していたと推測され

る。

以上をふまえると，第一次大戦期の異常ともいえる流動資産の激しいやり取りを宇部鉄工所が制

することができたのは，同所がこれら他人資本の調達ルートを有していたためといえる。かりにこ

のルートを保有していなければ，宇部鉄工所は設備投資こそ進めることができたとしても，原材料

の調達や工賃の支払いに支障を来たし，経営は蹉跌を来たしたことであろう。

これら他人資本の供給ルートを明確にすることは難しい。しかし，宇部では炭鉱で資金が不足し

た際に役員・関係者による個人名義の貸付がなされた事例が確認されることから，同様の措置がと

られている可能性は視野に入れておく必要があろう。銀行勘定については宇部鉄工所から宇部銀行

へ当座預金貸越契約が請求され，同行の取締役会（18年 3 月）で，貸越限度金 7万円，利率100円

につき日歩 2銭 3厘（年利計算で約8.4％）の契約が承認された記録が残っている29。それ以前の資

料は現時点で発見し得ていない。その上で，宇部銀行は第 4期に設備投資・運転資金の資金供給元

として基盤的な役割を果たしていることから（第 5節参照），第 1期における宇部鉄工所の経営が，

29 『重役会決議録 第二号』（宇部銀行03，やまぎん史料館所蔵）。

表3　宇部鉄工所の資金調達（第 1 期）
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直接金融だけではなく，間接金融においても地域の蓄積資金に支えられた可能性は指摘しておきた

い。

2 -3 生産と市場
ここでは第 1期の生産・受注の動向を検討する。表 4によれば，宇部新川鉄工所の創業年度（14

年）の製産額は，会計期が進むにつれて上積みされ，順調なすべり出しとなった。ところが翌15年

になると 2期連続で生産額を減らし，通期では－13.5％の生産減となった。この間，新川鉄工所が

価格転嫁に成功したか否かは不明であるが，機械製品の全国物価は24.5％の上昇であることを考慮

すれば，実質的な生産額の落ち込みは深刻であったと評価せねばならない。この事態に対し，宇部

鉄工所は職工数を減らすことなどで対応した痕跡が認められる。しかし，職工 1人当たり生産額は

9.3％の上昇にとどまっており，物価の上昇をこえる生産性の向上はみられていない。15年の利益

金は前年比減となり，利益率も落ち込むことになっている（表 2）。

ところが，16年に入ると好況の影響が顕在化した。宇部新川鉄工所所員は「昼夜全力を傾注して

尚ほ業務に追はれつゝあり他地方の注文品は成べく控目に為し居れども尚ほ応じ切れ」30 ない状況

へ転じ，年度末までに得られる純益金を原資に見込むかたちで鋳物工場の新築が決定した31。16年

の製産額の対前年比増加率は物価上昇率を大きく上回っており，実質的な生産の増加があったとみ

られる。この増加は職工人員の追加投入によって支えられた。

翌17年，18年になると製産額は大きく飛躍した。第一次大戦の影響による受注増加が主因，イン

フレが副因である。17年，18年の対前年比生産額は91.5％，91.3％の増加となっている一方，それ

ぞれの年次における物価上昇率は34.6％，9.0％であるためである。それだけではない。傭員および

全職工の生産性も継続的に上昇し，「戦時の好調に棹さしてメキ

〵 〳

能率を高め」た。表 4によれ

ば，17年から18年にかけて職工の構成は傭員人員が減少し，徒弟の増加がカバーすることで全職工

数を維持しているようである。地元新聞では「各地共職工の争奪に多大の苦心を嘗めたれども同所

（筆者：宇部新川鉄工所）」が「その辺の顧慮を要せざりしは偏に内に徒弟を控へ居れるが為なり」

と述べられ，徒弟学校の併置は労働供給の上で養成費を上回る効果をもたらしたようである32。

好調な企業業績を背景として，1917年11月，宇部新川鉄工所は匿名組合から株式会社に組織をあ

らため，宇部鉄工所と改称した。払込資本金は 5万円から12万5000円まで積み増している（表 2）。

この時期の注文では「地方の炭鉱其他の工場は云ふに及ばず小野田方面を初め郡内各所の注文夥

しく増加し其他九州方面より遠くは大連平壌よ」りも製作依頼がきたとの報道もあり33，納入先の

地理的な範囲が広がったことを推測させる。生産施設としては，17年は仕上組立工場の増築が決

30 「宇部鉄工所の増築」『宇部時報』1916年 6 月 1 日。
31 注16に同じ。鋳物工場は16年10月中旬には作業開始となったようである（「宇部新川鉄工所の現況」『宇部時
報』1916年10月 5 日）。

32 「宇部鉄工所概況」『宇部時報』1918年12月15日。
33 「宇部鉄工所の発展」『宇部時報』1918年 1 月20日。
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定・竣工し34，鍛冶工場の増築も行われ35，18年には工場が狭隘となったことに伴い，株式会社への

改組とあわせるかたちで鋳物工場，旋盤工場の増築が決定した36。名目値でみた製産額は，18年下

期にピークに達することになった。

断片的な情報の積み重ねになるが，表 5は現在判明しうる第 1期の生産品・納入先の一覧であ

る37。住吉鉄工所の生産技術を継承して沖ノ山炭鉱へポンプを納入するほか，巻上機など主要鉱山

機械も製作しており，宇部地域外の炭鉱，非鉄金属鉱山にも鉱山機械製作も受注している。宇部地

域で蓄積した鉱山機械の製作技術を活かし，他地域からの発注に応じたことをうかがわせる。また

鉱山だけではなく，セメント，食品加工（蝦缶詰製造），鋳物会社にも機器を納品している。本稿

冒頭で整理したように，産業機械工業は，ユーザーにとっては特注品の少量生産である一方，メー

カー側が持つ加工設備，加工技術は，他の産業機械製作に対する汎用性が高かったためであろう。

とくに，好況の影響が顕在化していない1915年以前の受注は，宇部鉄工所にとって貴重な受注案件

であったことのように思われる。

しかしながら，断片的な情報の組み合わせであることの限界に配慮する必要はあるけれども，や

はり沖ノ山炭鉱は基盤となる取引先であるようにみえる。産業機械の「価格よりも総合的な性能」

「製品保証」「アフターサービス」が重要され，「生産者と需要者との間に密接な結びつきが生じや

すい」という性格が表出していると思われる38。

この時期，宇部鉄工所は船舶修理にも進出している。営業報告書では1916年上期より「鉄工ノ部」

と「造船ノ部」に分けて業務統計が掲載され始める。宇部時報では個人および炭鉱附属の船舶修繕

に取り組み，16年 3 月には沖ノ山炭鉱向けの石油発動船を取り扱い，17年 5 月には帆船の新造に関

わり，吉敷郡井関村の受注主に引き渡す記事が残っている39。ただし，営業報告書の数値を積算し

たところ，16年・17年の「鉄工ノ部」の製産額合計が32万4224万円であるのに対し，「造船ノ部」

の収入は 1万2769円にとどまっていることから40，船舶関係の売上は鉄工所の基盤として扱われる

までの位置づけではなかったと思われる。

1918年11月に，第一次大戦の休戦協定が成立すると，銑鉄類の「人気ハ急転直下下落ニ下落ヲ重

ネ」41 原材料価格は低落し，さらに産業機械の製品価格も低下することになり，価格崩落以前に購

34 「新川鉄工所更に拡張」『宇部時報』1917年 3 月11日，「宇部新川鉄工所の増築」『宇部時報』1917年 5 月27日，
「新川鉄工所の拡張工事」『宇部時報』1917年 8 月 5 日。

35 「新川鉄工所一部増築」『宇部時報』1917年 8 月26日。
36 注21に同じ。
37 表 5に関連した宇部鉄工所の取引先について，宇部市史編集委員会（1993）161頁，百年史編纂委員会（1994）
24頁においても言及がなされている。

38 以上，本稿「はじめに」を参照。
39 「造船部の成績」『宇部時報』1915年10月10日，「三月」『宇部時報』1916年 1 月 1 日，「宇部新川鉄工所の増築」
『宇部時報』1917年 5 月27日，百年史編纂委員会（1994）24頁。

40 以上，各期『営業報告書』（宇部新川鉄工所）（前掲『営業報告書 宇部新川鉄工所』，『宇部新川鉄工所組合
規約書』所収）から筆者が積算。

41 『第 2期 営業報告書』（宇部鉄工所，1918年）（前掲『（株）宇部鉄工所 /第 1～24期営業報告書 /ʻ18.7～ ʻ29.11』
所収）。
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産炭地の産業機械工業

入した原材料在庫は経営の重荷となる経済情勢となった。宇部鉄工所では19年 1 月末までの製品に

ついては暴落前の契約が多く，高値で購入した貯蔵原料の 3分の 2をここに引き当てる見込みで

機械の種類 取引先 取引地域 金額
円

1914年 11月25日 タービンポンプ（25馬力） 沖ノ山炭鉱 宇部 -

1915年 8月10日

タービンポンプ（200立方）1台
ロープ掛け溝車（7尺径）1台
巻揚機（15吋）1台
電気エンドレス1台
蒸気エンドレス（13吋）1台

沖ノ山炭鉱 宇部

1,100
400

5,000
1,500
2,300

1915年 8月10日
エヴァンス式ポンプ（12・14・
16・18吋）

大和田炭鉱 北海道 2,530

1915年 10月10日 船舶（修繕）
個人
炭鉱

〔近隣地域〕 -

1915年 12月15日 鐘（鋳造） 済美女学校 宇部 -

1915年 12月15日

ダブルシーマー（蓋底巻締器）
パープレッス（蓋底切リ器）
フレンチローラー
隅切器
端折器

〔食品加工会社〕 〔近隣地域〕 -

※ 1916年 　  2月
金輪ロール機
金輪鋲締機

小野田セメント 〔小野田〕

1916年 10月5日 砲弾押湯切機2台 戸畑鋳物 遠賀郡 3,000
1916年 10月5日 タービンポンプ（135立方）2台 沖ノ山炭鉱 宇部 -
1917年 1月1日 船舶（石油発動船） 沖ノ山炭鉱 宇部 -

※ 1917年 　  2月 エアセパレーター（10呎） 小野田セメント 〔小野田〕
1917年 5月27日 船舶（帆船） 個人 吉敷郡 -

※ 1920年 　  3月 バッグフィルター 小野田セメント 〔小野田〕

受注機械名不明

注２）太字は宇部地域および宇部資本系企業。

第1期
（1913-1920年）

炭鉱・その他（1918年1月20日），小野田セ
メント（1914年8月10日），於福銅山（1914
年8月10日），川井川銅山（1914年8月10
日）

掲載・製作年月日

出所：『宇部時報』，『昭和四年十一月末日調  経歴書』高良家所蔵，宇部市史編集委員会（1993）161
頁，百年史編纂委員会（1994）24頁。

注１）掲載年月日は宇部時報を原典とするもの。※がついた項目の典拠は『昭和四年十一月末日調  経歴
書』で，年月日は製作年月日。

表5　第 1 期（1914年-1920年）における受注機械・取引先
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あったが42，残余の原料については従前の利益見通しを下方修正しながら消化に努めなければなら

なかった43。この原料価格の下落と製品代金値下げの動きは継続した。ところが，工賃は「生活費

其他ヲ慮リ容易ニ低減スルノ余地ナ」く，諸設備の移転・据付にともなう稼働率の低下も影響して，

19年の製造高・営業成績はともに18年より低下することになった（表 2，表 4）44。

20年上期に入ると製産額は回復の傾向を示し，製品価格は小幅ではあるものの持ち直しの動きが

みられた。しかし，同年下期には不況の色が一気に鮮明となり（表 4），宇部鉄工所は「平時相場

ニ比シ割高ナ」固定資本を背負いながら45，同業他社との競争激化を生き延びる方策をより真剣に

模索しなければならない段階に入った。

3．第 2期：1921年～1932年

3 -1 営業と収支の状況
第一次大戦後における産業機械工業界の特徴は，鉱山用機械の製作工場における資本関係を越え

た取引先の拡大，製作機種の多様化のほか，日本の機械工業界の大きな柱であった造船工業が産業

機械の市場に本格的に参入したことがあげられる。各造船所は，大戦後の不況と軍縮による建造計

画縮小に伴う船舶建造量の激減を補うために，こぞって産業機械製造部門の拡充をはかった46。こ

れは在来の産業機械メーカーにとって競争相手の増加を意味する。産業機械の供給体制が増強され

る中，マクロの会社計画資本が縮小したことは資本財である産業機械の需給悪化を意味し，多くの

脱落者を生じることになった。宇部炭田で使用する諸機械は芝浦製作所製が多かったとされ，また

18年には西沖ノ山炭鉱が安川電機製作所から電動機を購入した記録も残っている47。しかし，両社

とも財務状態の悪化から，芝浦製作所は36年に1000万円（資本金の50％），安川電機は30年に120万

円（資本金の40％）の減資を余儀なくされている48。

これらの業界動向は，宇部鉄工所にも影響を与えた（表 1）。払込資本金は第 2期を通じて横ば

いで推移し，宇部鉄工所における年平均の償却前利益は6185円，償却後利益は3602円で，利益率（払

込資本金）はそれぞれ4.9％，2.9％となっている。この数値は第 1期の同社と比較すると明らかに

悪い。

しかしながら，表 6によって同業他社の数値と比較すると，同じ産炭地の産業機械企業では会社

規模ではるかに大きい幸袋工作所，安川電機よりも宇部鉄工所の資本効率は優れている。幸袋工作

42 「宇部鉄工所概況」『宇部時報』1918年12月15日。
43 「宇部鉄工所近況」『宇部時報』1919年 2 月23日。
44 『第 3期 営業報告書』（宇部鉄工所，1919年）（前掲『（株）宇部鉄工所 /第 1～24期営業報告書 /ʻ18.7～ ʻ29.11』
所収）。

45 前掲『第 2期 営業報告書』。
46 産業機械工業会（1965）147–149頁。
47 「安川製の機械類」『宇部時報』1918年 6 月 9 日。「安川家が炭坑に経験深きだけに総べて於て炭坑向きに適
当せりと」と報道されている。

48 木村安一編（1940）461頁，安川電機百周年事業室（2015）413頁。
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所の平均資本金額は宇部鉄工所の5.8倍の規模であるが，総収入は5.1倍とやや劣り，年平均の償却

前利益は宇部鉄工所の2.5倍（ 1 万5647円）に過ぎず，償却金を積んだ後は充分な利益を計上でき

ていない。安川電機はさらに巨大な資本を有しているが，収益は大きなマイナスに帰している。そ

のため，宇部鉄工所が厳しい業界環境の中で売上高を維持し，さらに一定の収益を生み出していた

という側面は評価しなければならないだろう49。

このうち利益要因については，取引先別の原価率がはじき出せないため正確な結論を下すことが

難しい。しかし，売上高については宇部炭田の生産活動・炭価が筑豊炭田のそれと比較して堅調に

推移したこと50，1923年に同系資本企業として宇部セメント製造が創立され，有力な納入先として

台頭したことが寄与しているように思われる。

以上をふまえ，経営の動向を時系列で確認しよう。第 2期開始直後の21年上期から22年上期にか

けて，宇部鉄工所は 3期連続で損失を計上した。発注減少と製品価格の下落によるものである。こ

の損失に対して宇部鉄工所は，22年は繰越金と準備金・積立金を取り崩し相殺することで配当金を

出したが，22年は無配へ転じることになった51。積立金を控除した実質的な損失は 3期で総計 1万

1801円であり，これは払込資本金の9.4％にあたる大きさであった52。

ところが，23年下期になると製造高は大きく伸びた。宇部セメントの創立に伴い関連機械を受注

したためである。職工の生産性も顕著に増加し（表 4），この結果， 1万2582円の利益を計上し，

3期積み重ねた損失金を全て相殺することになった53。この流れは継続し，関東大震をはさみなが

ら，23年下期まで 3期連続で最終益を計上することになった。これら受注の増加は新たな設備投資

も誘発した。23年上期には地方事業界の進展を見越して鋳物用溶鉱炉（キューポラ）の増設が計画

され，同下期には鋳物工場拡張に着手している54。

翌24年上期になると受注環境は大きく悪化した。「萬苦ヲ斥ケ注文ノ収集」につとめたことで製

産額そのものは微減に食い止めたが，注文品は「徒タニ手数ヲ要スル小型物及ヒ新規設計ノモノ多」

く，生産性の低下を招くことになり，宇部鉄工所は 1万2151円もの損失金を計上した55。ところが

翌24年下期には，「新興セル会社ノ大需要」による 1万986円の当期純益金を獲得したことで，損失

金は概ね相殺されることになった56。この「新興セル大会社」とは宇部セメントの可能性が高く

49 なお，第 1期終盤の19–20年における幸袋工作所の数値を宇部鉄工所と比較すると，平均払込資本金額は5.0
倍に対し，総収入6.1倍，償却前利益6.8倍，償却後利益4.3倍である。したがって，第 1期終盤においては払
込資本金に対する総収入・償却後利益は幸袋工作所の方が優れていたが，第 2期においてはそれが逆転した
ことになり，同じく資本金を基礎として償却後利益をみた場合の収益性は差が開いたことになろう。

50 荻野（2000）366–369頁，三浦（2006）74頁。
51 宇部興産株式会社（1969b）。
52 『第 7期 営業報告書』（宇部鉄工所，1921年），『第 8期 営業報告書』（宇部鉄工所，1921年）（前掲『（株）
宇部鉄工所 /第 1～24期営業報告書 /ʻ18.7～ ʻ29.11』所収），『第 9期 営業報告書』（宇部鉄工所，1922年）。

53 『第10期 営業報告書』（宇部鉄工所，1922年）。
54 以上，『第11期 営業報告書』（宇部鉄工所，1923年），『第12期 営業報告書』（宇部鉄工所，1923年）。
55 以上，『第13期 営業報告書』（宇部鉄工所，1924年）。
56 『第14期 営業報告書』（宇部鉄工所，1924年）。
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（ 3 - 2 参照），地域の企業勃興によって，受注環境の悪化は短期にとどまったといえるだろう。

その後も地元財界から受ける好影響は継続した。25年下期の営業報告では「地方砿業界」が「活

況ヲ帯ビ来」たことや，「宇部セメント工場」が「第二期ノ拡張ヲナスニ当リ」宇部鉄工所は「其

余慶ヲ受」け，製罐部を中心に「一時可成ノ注文受入レ」があったと記録されている。月次ベース

では「前四ヶ月ニ得タル総利益金ノ殆ンド半額ニ当レル欠損ヲ見ル」など大きな損失が発生するこ

ともあったが，「期末ノ一カ月間ニ於テ集合注文ヲシテ能ク工場全体ノ段取ヲ善化セシメ」るなど

により，決算期ベースでみれば営業は順調に推移した57。

表 4では1924年以降の宇部資本系企業の貸借対照表から固定資本の数値より分け，その増加額を

算出し，宇部鉄工所の各期製産高・純益金（償却金計上後）と対照させている。製産額は宇部セメ

ントの固定資本純増額と関連のある動きが一定程度看守され，利益水準については生産額ほど強い

関係がある動きではないが，並行的な推移をたどっているようにもみえる58。これが生産品に対す

る支払い時期のずれによるものなのか，原価率によるものなのかは現時点ではわからないため，宇

部セメントとの取引が宇部鉄工所の利益にどこまで影響を与えたのかは現時点で不明である。いず

れにしても，24年下期から27年上期にかけて宇部鉄工所は 6期連続で黒字を達成した。

他方，同業他社との競争は年々激化していった。27年上期に入ると「市外の斯業者茲地ニ来リ」

「華客ヲ求メ漁」る状況となり，採算度外視の競争が繰り広げられ，「斯業界ノ困厄此ニ至テ極マ」

ることとなった。これに対して宇部鉄工所は「多年相敬愛セル顧客ハ能ク此間ノ消息ヲ理解セラレ

出来ル限リノ好感ヲ以テ当社ヲ迎ヘラル」など，継続的な受注関係を持つユーザーとの取引で一定

の売上を確保しつつ，販路を地域外により広げることで受注減少分の補填を企てた。しかし，後者

については運搬費や旅費などがかさみがちとなり，利益につながりづらかったようである59。翌27

年下期には生産額が前期比－35％の落ち込みとなり， 7期ぶりの営業赤字へ転落した。この落ち込

みは，金融恐慌のほか，大口取引先である宇部セメントの増設工事が完了したことも影響したと推

測される60。

とはいえ，23年下期から昭和恐慌期までは，宇部鉄工所にとって営業損失は短期間にとどまる現

象であった。翌期以降は一転して右肩上がりの展開をみせ，28年上期から29年下期にかけて 4期連

57 『第16期 営業報告書』（宇部鉄工所，1924年）。ただし，同報告では製罐部は営業母体（機械製作）の周辺に
位置するセクターであり，定款に示した鉄工の範囲を拡充する必要性を記載している。

58 第 2期（1924–32）における宇部セメントの固定資産増減額に対する宇部鉄工所の諸数値の相関係数を求め
ると，製産額は0.68，当期利益は0.37であり，両者とも逆相関ではないものの，それぞれの数値には径庭が
みられる。大口取引として売上には貢献したものの，開拓分野の機械であり，製作に工数を要したことなど
が理由として考えられる。

59 『第19期 営業報告書』（宇部鉄工所，1927年）。24年 8 月，宇部時報のインタビューで牧三平治宇部鉄工所常
務取締役は「今でも七八千円ばかり犠牲的の仕事をやつているがこれは当会社の性質として進んで地方の為
に貢献する考へで遣つている」と述べており，市内取引と利益の多寡の関係性はケースバイケースであった
ように思われる。

60 営業報告では「地方小工場」とまではいえない宇部鉄工所の規模では，急激な需要収縮に対応しづらく，あ
る程度技術水準のマッチした受注でなければ保有設備の効率性が充分にあがっていかないことが示唆されて
いる『第20期 営業報告書』（宇部鉄工所，1927年）。
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続の黒字へ浮上し，十分とはいえない決算期は看守されるものの，傾向として再び事業は軌道に乗

ることになった。とりわけ29年は宇部セメントの増資拡張期と重なり，同社向けの諸機械について

「多数ノ請負契約ヲ得」61 たほか，上期においては市外向けの生産も「市内ノ売上高ニ比スレバ半分

以上ニ及」62 ぶことになった。これにあわせて製産額は大きく伸び，総収入，利益金ともに第 2期

の最高額を記録した。フローベース（総収入）でみた利益率は23年には及ばないものの，それに次

ぐものとなり，ストックベース（総資産・資本金）でみた利益率はピークに達した（表 2，表 4）。

ところが，昭和恐慌期（30-31年）に入ると宇部鉄工所の業績はこれまで同所が経験したことの

ない水準にまで沈むことになった。損失継続期間は計 4期に及ぶもので63，これは第 2期のみなら

ず1914-1941年までの本稿の宇部鉄工所の考察期間を通じて最長であり，マイナス幅についても，

30年下期・31年上期は記録的な深さであった（表 2，表 4）。さらにいえば，この数値は同業他社

と比較しても悪かった。30-31年における宇部鉄工所の払込資本金利益率は年平均で－16.0％となっ

ている一方，幸袋工作所は－6.0％，安川電機は－10.5％である64。第 2 期を通してみれば宇部鉄工

所の方が安定していたものの，昭和恐慌期だけ切り取れば，より厳しい経営状況にあったといえる

だろう。

30年下期の製産額は約 7万4000円であり，前期の－47.2％，前年同期比では－67.8％まで急速に

縮小した。翌期以降は若干の回復をみせるものの， 7万円代の水準は31年下期まで継続することに

なっている。言及可能な要因のひとつとしては，宇部セメントの設備投資が終了したことがあげら

れよう。

需要が収縮するなかで，経費の圧縮は避けて通れなかった。このうち工賃については「工賃六割

支給，半数休業制」が施行された65。同制度は，職工が 1週間ごとに交代休業を行い，休業期間中

は日給の 6割が支給される非清算的な労働形態で，同年 6月から開始された66。

その数ヵ月後には，人員削減にも手が付けられた。1930年 9 月には，手当を割増するかたちで，

当時の総職工数のおよそ 3分の 1にあたる57名の職工解雇が公表された67。これは表 4でも明瞭に

示されており，傭員（雇用労働者）については削減（30年下期）および増員の抑制（31年）が確認

される。表 7によって当該期における宇部鉄工所の人件費を確認すると，商務員・職員などのホワ

イトカラーに対する支出額は横ばい，もしくは増加傾向を示している一方，職工に支払われる工賃

は急速に縮小している。他方，工賃の縮小は31年以降も継続している。この理由を明確にすること

61 『第24期 営業報告書』（宇部鉄工所，1929年）。
62 『第23期 営業報告書』（宇部鉄工所，1929年）。
63 百年史編纂委員会（1998）101頁。
64 幸袋工作所，安川電機の数値は表 6に同じ。
65 『第26期 営業報告書』（宇部鉄工所，1930年），宇部市史編集委員会（1993）412頁。『第26期 営業報告書』
によれば，鋳物事業については一定の受注があったようである。

66 「苦しい世帯乍ら失業を防止」『宇部時報』1930年 6 月24日。
67 「宇部鉄工所が職工五十七解雇」『宇部時報』1930年 9 月 3 日。解雇手当は日給14日分が基準であったが，こ
の解雇では解雇手当を26日分支給し，勤続年限に応じて勤続賞も贈呈された。30年下期には職工退職給与積
立金が原資とし，職工退職手当金が2260円支出されている〔『第26期 営業報告書』（宇部鉄工所，1930年）〕。
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はできないが，傭員数の削減とは別に，30年にはなかった人件費圧縮に関わる何らかの追加施策が

あったことを推測させる68。「材料費や工賃に喰はれて利益があまり出ない」69 状態は続いたが，昭和

恐慌期末までに工賃は恐慌期初の55％まで縮小することになった。

営業報告書では，徒弟養成に関わる諸事業が経営の足かせになったことを指摘している70。徒弟

数を確認すると，30年は硬直的，31年は減少しているものの緩慢な推移を辿っており（表 4），傭

員については需要減退にあわせた削減が執行されたものの，徒弟については短期の調整を志向しな

かった（あるいは，徒弟の本質は教育機関に所属する学生であり，職工予備軍としての機能は有し

ていたものの，整理の対象になり得なかった）ことがみてとれる。そのため表 7によれば，徒弟養

成費は縮小傾向にあるものの，徒弟数を維持している以上，合理化の努力には限界が存在し，その

削減幅は工賃よりも小さく，養成費が固定費として宇部鉄工所にのしかかったことが推測される71。

1932年に入ると恐慌の影響がやわらぎ，業績は徐々に回復し，同年下期に製産額はおよそ15万円

まで戻り，経営数値も改善をみることになった。ところが，徒弟数の圧縮は継続し，増員も34年ま

で抑制された（表 4）。これに比例して32年下期から34年下期（計 5期）における職工養成費は，

2809円～4490円（平均3487円）の幅で推移している。一方この間，受注増加に合わせて傭員につい

ては着実な増員がはかられ，工賃は 3万3451円～ 9 万252円（平均 6万3839円）と急速に膨らんで

いる72。昭和恐慌の教訓は，とくに人件費（職工養成費を含む）のマネージにおいて引き継がれた

68 例えば，営業報告書では31年 3 月に「工場別請負制度」が実施され「原価ノ引下ゲニ努」めたことが記録さ
れている〔『第27期 営業報告書』（宇部鉄工所，1931年）〕。残念ながら工場別請負制度の内容については不
明である。

69 「深刻な不況に悩む宇部鉄工所の昨今」『宇部時報』1930年 7 月14日。
70 『第25期 営業報告書』（宇部鉄工所，1930年）。
71 渡邊祐策は30年下期から31年上期に，各期1000円，計3000円の徒弟養成費を寄付し，32年上期はそれを上回
る徒弟養成費を拠出したようである。この金額は不明であるが，同期の徒弟養成費は1812円（前期比－3715
円）となっている。以上『営業報告書』（第26–29期，宇部鉄工所，1930–1932年）。

72 『営業報告書』（第30–34期，宇部鉄工所，1932–1934年）。

P P P P P P

表7　昭和恐慌期における宇部鉄工所の雇用者関係費
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といえよう。

3 -2 生産と市場
前項でみたように，第 2期の主要取引先のひとつは同系資本である宇部セメント製造（1923年 9

月創立）であった。表 9は第 2期のうち1921-29年における宇部鉄工所の主要製品の納入実績を集

計したものである。判明する納入件数73総計382件のうち，宇部セメントは177件ときわだって多い。

国内機械市場をマクロでみると，「当時の二大化学工業は製糖とセメント」であり，なかでも「セ

メントの需要増加は年々二割といわれていたので，セメント機械の需要の増加は必至」74 と見込ま

れ，国内の造船・産業機械メーカーが参入・生産増加を計画した領域であった。

表 8は宇部セメントが購入した主要セメント機械と取引先一覧である。米国貿易，日瑞貿易はそ

れぞれ欧米製機械の取引窓口であるほか，三菱造船，神戸製鋼，日立製作所製機械も導入している。

回転釜，石炭ミルなど，上記のメーカー発注品はいずれも高度な製造技術が必要なものである。こ

のうち鈴木商店系である神戸製鋼所は75，宇部セメント創立の際に技術導入を行ったアリス・チャー

マーズ社と技術提携しており，セメント機械が鋳鍛鋼品で，同系の播磨造船所と受注を分け合える

関係から，大戦後，同方面の強化に乗り出していた。その中でも特に粉砕機であるコンベップミル

とロータリーキルンの製作に成功し，国内大手セメント会社に納入したことが知られており，宇部

セメントからも鋼球を含めた発注を受けたようである。

宇部鉄工所が宇部セメントから受注した機械について，宇部時報では「簡易なる機械は宇部鉄工

所で鋳造」76 と報道されている。具体的にはどのようなものだったのか。宇部セメント初期の工場

建設（ただし具体的な時期は不明）にあたって宇部鉄工所へ発注された機械類として，社史・伝記

では，石炭乾燥機，原石粉砕機，キルンのアンダークーラー，ベルトコンベアー，エレベーターが

あげられている77。

筆者の調査し得た資料78の範囲では，初期の納入品に粉砕機は見当たらない。表 8によれば，各

種クラッシャー（破砕機），乾燥機，石炭吹込ファン，石炭・原料フィーダー，エコノマイザーな

どの産業機械や，エアーレールなどの工場設備を受注したようである79。このうちクラッシャーは，

製作年次を経るにつれて大型化（25・45馬力→70・120馬力）したようである。輸送機械としては

各種コンベアーのほか，セメント袋積込装置を受注し，キルンや焼塊用の旋風機，焼成塊冷却機も

73 あくまで資料に記載があるという意味であり，資料に記載がない納品も存在する。さらには同じ数量であっ
ても，受注案件の性質，製作技術の難易度，使用原材料の質量などにより， 1件あたりの金額に相違がある
ことはいうまでもない。なお件数の単位は台，棟，基，式，個である。

74 「神鋼五十年史」（1954）47–48頁。
75 以下，「神鋼五十年史」（1954）47–50頁。
76 「宇部セメン

〔ママ〕

総会」『宇部時報』1924年 6 月22日。
77 中安閑一伝編纂委員会（1984）62頁，百年史編纂委員会（1998）48–49頁，103頁。
78 『宇部セメント起業資料』宇部興産株式会社所蔵，『昭和四年十一月末日調 経歴書』高良家所蔵。
79 23年12月には徒弟学校 5年生に豊国セメントの視察を行わせている（「宇部鉄工の堅実な発展振」『宇部時報』
1923年12月27日）。
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製作し，石灰，セメントミル，原料粉砕用など工場建築にも関与した80。

1926年 7 月には同社から防塵装置を受注している。宇部鉄工所としては製作経験がない機械で，

製図に先立って各地の工場を視察している。当初はタンクの二段装置を想定したが，三段装置へ変

更され，原図の作成に40日を費やし， 8月末に製作着手となり，同年 9月末までに延べ661人が投

入され，最終的には1180人の人員が費やされる見込みであった81。構造としてはボイラと煙突との

間に三段階のタンクを設けるものであった。第一・第二の集塵タンクでは遠心力を利用してセメン

トを沈下させ，第三の装置において前工程で集塵できなかった微粉末を水で洗い流し，紛灰をガ

80 以上，前掲『昭和四年十一月末日調 経歴書』による。
81 「宇部セメントの防塵装置竣成」『宇部時報』1926年 9 月29日。

年月日 機械名 取引先
ターボゼネレーター 大阪日瑞商会
焼塊冷却機 神戸製鋼所
鋼球（石炭粉末用） 神戸製鋼所
ボイドメーター 大倉商事
粘土乾燥機 宇部鉄工所
粘土破砕機 宇部鉄工所
ゲートクラッシャー 米国貿易
コムベップミル 米国貿易・神戸製鋼所
回転窯 三菱造船所・神戸製鋼所
石炭ミル 神戸製鋼所
500馬力モーター 日立製作所・米国貿易
300馬力モーター 日立製作所・米国貿易
150馬力モーター 日立製作所・米国貿易
ボイラー 三菱造船所
ターボ発電機 日瑞貿易
冷却機 宇部鉄工所
石炭乾燥機 宇部鉄工所
ハンマークラッシャー 宇部鉄工所
粘土クラッシャー 宇部鉄工所
石炭吹入ファン 宇部鉄工所
石炭・原料フィーダー 宇部鉄工所
エアーレール 宇部鉄工所
エコノマイザー 宇部鉄工所
エコノマイザー用送風機 宇部鉄工所

1924年9月

1923年10月

出所：『宇部セメント起業資料』宇部興産株式会社所蔵。
注1）1923年10月のターボゼネレーターの取引先は資料では「大阪日瑞商
会」となっているが，日瑞貿易に修正した。
注2）太字は宇部鉄工所の受注品

表8　宇部セメントの購入機械と取引先
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ス・水蒸気と分離する仕組みが採用され，使用開始後は総飛散総量の95％（ 1日平均およそ30トン）

のセメントが回収された82。この防塵装置に宇部セメントは「三四万円を要し」たとされる83。

宇部セメントからの発注を通じて新規開拓した技術にチューブミル（微粉炭燃焼装置）がある。

中安閑一伝編纂委員会（1984）によれば，宇部セメントがコスト削減を目的として自家発電設備を

建造する際，宇部鉄工所社長で宇部セメント社長も兼ねる渡邊祐策は，ミルについて，フンボルト

社製のものとあわせて宇部鉄工所にも発注を出した。仕様の調整プロセスで，石炭粉砕能力につい

ては，フンボルト社製が毎時 4トンの能力であるのに対し，6トンの条件が付けられることになり，

完成品はこの条件を満たすことになった。このチューブミルは「その後の宇部鉄工所を代表する

ヒット機種とな」った84。

当時の宇部セメントが同一資本（敷地）の範囲内にある機械メーカーに機械を発注することは，

他資本（敷地外）のメーカーに発注するよりも，機械製作のプロセスで情報交換の機会を設けやす

く，理想的な完成品に漸近しやすい製作環境にあったこと，技術の内部化と囲い込みによるセメン

ト産業界での優位性の確保など多くのインセンティブがあった可能性がある85。

他方，売上高の確保にはつながるものの，新規開拓の分野という意味で，より多くの工数が生じ

やすい宇部セメントからの発注を，宇部鉄工所側がどのように受け止めたのかは不明である。とは

いえ先ほども述べたように，戦間期は多くの大手企業がセメント機械の製作に参入していった。こ

のような状況の中で，同一資本系列でセメント企業が設立されたがゆえに宇部鉄工所が同機械部門

に割り込み，納入実績を積み重ねたことは，同社の「製作機種を広」86 げ，技術の蓄積と深掘りに

寄与したと推測できる。

表 9によれば，市内炭鉱へ向けた鉱山用機械も，第 1期に引き続き，基盤的な生産品であること

がわかる。掲載数は126件で全体の 3分の 1であり，機種は巻上機が64件と半数にのぼり，ポンプ

の38件が続き，両者で納入件数の 9割を占めた。納入先は渡邊系炭鉱が58件（46.0％）と最も多く，

藤本系27件（21.4％），高良系20件（15.9％），その他13件（10.3％）であった。宇部時報によれば，

渡邊系の取引として沖ノ山炭鉱の新坑開鑿による関連製品の需要増加，宇部港築港に伴う船渠建造

が確認される87。

同紙によれば，資本関係は確認されないものの，市内業者に卸した機械として，製塩分離機（ニ

ガリ除去機）があったようである。値段は 1台500円～600円で，電気モーターが附属し，製塩が盛

んな時期である32年 7 月には「十数台の注文製作を見るに至つた」と報道されている88。

以上をみる限り，第 2期における宇部鉄工所の受注は，市内の事業界発展と深い関係を持ってい

82 「宇部洋灰の防塵装置」『宇部時報』1927年 3 月13日。
83 「宇部洋灰の新装置」『宇部時報』1926年12月 7 日。
84 以上，微粉炭燃焼装置に関しては中安閑一伝編纂委員会（1984）108–110頁による。
85 この論点は渡邊裕志氏からご教示いただいた。
86 百年史編纂委員会（1998）104頁。
87 「事業成績大要」『宇部時報』1924年12月 4 日，「埋立と船渠」『宇部時報』1928年 1 月13日，三浦（2024）16頁。
88 「宇部鉄工活気づく」『宇部時報』1932年 7 月17日，「好評の製塩機」『宇部時報』1932年 8 月19日。
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たように思われる。しかし資料の不足から，特に発注金額に関しては直接的なデータを得られる期

間が限られている。そのため相関係数をはじき出すことによって，何らかの示唆を得ることにした

い。

表10は表 4の固定資産純増額（宇部資本系企業）と

宇部鉄工所製産額を使用して，第 2期およびその先の

期間における両者の相関係数を計測したものである。

第 2期は0.72と強い正の相関がみられ，両者がパラレ

ルに動いていることを裏付ける結果となった。他方，

第 3期は正の相関がみられるもののその強さは減少

し，第 4期になると逆相関となっている。これらは因

果関係を示したものではないことに配慮する必要があ

るが，期間が進むにつれて，宇部鉄工所の売上への影

響は，宇部資本系製造業の設備投資から非宇部資本系

（地域外）企業・主体のそれへ移行したことを示唆す

るものである。

一方，後年ほどではないにしても，第 2期における

宇部鉄工所の売上・収益に対しては，市外との取引も貢献していたことには留意すべきであろう。

表 9で集計した381件の納入案件のうち77件が市外の取引であり，「当期における利益の大部分は三

井の大注文であげ得た」（25年上期）89 との記述も残っている。金額ベースによる全体像は明らかに

できないが，29年上期の営業報告では「製産売出額ヲ市ノ内外別ニ示セバ，市内ニ於テハ拾萬

五千七百余円ニシテ，市外ハ約六萬九千余円ニ達ス」90 と記載されており，市内の取引を基盤とし

つつ，市外の取引も重要であったことをうかがわせる。

表 9によれば，鉱山事業を中心とする三井関係，八幡製鉄所のほか，日本火薬などの化学会社に

も取引先を広げ，さらに小野田セメントの海外工場にも機械の納入実績をつくっており91，納入業

種・地域の広がりを示唆している。

いうまでもないことだが，技術の蓄積・練磨は現場の作業量に依存する。第 2期の製産額は第 1

期に比べて低く，18年のおよそ41万円を超える年次はない（表 4）。ところが，第 1期の名目製産

額のピークである1918年の物価指数を基準に，第 2期の実質的な製産額を算出した実質値では，25

年～30年，32年と，18年の数値を超えた年次が 7回も存在する。第一次大戦の影響を受けた期間

（1917-20年）における年平均の実質製産額は35万2575円（18年物価基準）で，第 2期（1921-32年）

のそれは43万5000円であり，前者を23.4％超過している。

宇部セメントとの取引価格が市場価格とどこまで乖離していたのかが不明という留保はつくけれ

89 「宇部鉄工所の成績」『宇部時報』1925年 6 月10日。
90 『第23期 営業報告書』（宇部鉄工所，1929年）。
91 「宇部鉄工所の成績」『宇部時報』1928年 6 月17日，「最近の宇部鉄工所」『宇部時報』1928年 9 月16日。

係数
0.72
0.54

-0.47
出所：各社『営業報告書』。
注1）系列は表4の固定資産純増額（宇部
資本系企業）と宇部鉄工所製産額。
注２）宇部系資本企業に繰り入れた企業
は宇部曹達工業，宇部紡績，宇部油化工
業，朝鮮セメント，日満マグネシウム
（理研金属），宇部セメント製造，宇部
窒素工業，沖ノ山炭鉱。

第2期（24-32年）
第3期（33-36年）

期間

第4期（37-41年）

表10　宇部資本系および宇部資本が関与した製造
業の設備投資と宇部鉄工所製産額の相関係数
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ども，宇部鉄工所が，不況期に機械生産に関わる量的経験をこなしたことを示唆する。この経験は

充分な利益にはつながらなかったが，第 2期における宇部鉄工所の製作機種の広がり，製造技術の

蓄積は第 3期以降の飛躍の基礎となった。

4．第 3 期：1933～1936年

4 -1 営業と収支の状況
1933年以降，マクロでみた経済環境は大きく改善した。国内の産業機械生産金額は 1億円の大台

を超え，25年の2.9倍となり，電気機械，輸送機械，船舶等を含めた全機械器具生産額に対する構

成比を伸ばすことになった92。為替の低落は製造業の経営環境を是正し，幅広い鉱工業で設備投資

が旺盛となり，その影響は産業機械工業に波及することになった。また，軍需工業や大陸へ進出し

た日本企業との関係もより深まった。

これらの状況に，宇部鉄工所も影響を受けた。製産額は上昇し，経営上の諸数値も良化へ転じ，

さらに大きく伸張することになった。全国的な設備投資の増加は，鉱工業を基軸とする宇部資本系

企業も例外ではなかった。表 4にみられるように，33年下期より宇部セメントは追加の設備投資を

開始している。それ以上に設備投資額が大きかったのは宇部窒素工業の設立であった。33年 4 月に

同社が創立されると，優れた収益性を背景として切れ目のない生産設備の拡張を行っている。

このような背景もあり，第 3期における宇部鉄工所の総収入，純益金は年次ベースで右肩上がり

に増加した（以下，ストック・フローについては表 2）。第 2期と第 3期を年平均で比較すると，

総収入の伸びも著しいが（3.7倍），利益の伸びはそれを大きく上回っている（償却前利益19倍，償

却後利益22.8倍）。したがって，宇部資本系諸事業における宇部鉄工所の投資先としての魅力は，

第 2期と比較して，大きく増したものとみられる。

経営動向を年次別で検討したい。第 3期の開始年次にあたる33年の総収入は，早くも前年比2.6

倍の大幅な増収となった。他方，総支出の伸びは2.3倍に抑えられ93，差引損益（償却前利益）は前

年比8.3倍にまではねあがった。これを原資とし，宇部鉄工所は32年末における固定資本総額の

37.5％にあたる減価償却を計上して財務内容の健全化に努めているが（表11），それでもなお償却

後利益（純益金）は前年比で4.2倍に達することになった。

旺盛な需要を受けて，宇部鉄工所の既存生産設備の稼働率は著しく高まり，33年10月以降，宇部

市東部の見初工作所と賃貸借契約を結び，分工場として生産遂行がはかられたが94，需要が供給能

92 産業機械工業会（1965）8–9頁および第 1・ 6表を参照。
93 上期よりも下期の方が，フローベースの利益率は優れている〔以上，『営業報告書』（第31，第32期，宇部鉄
工所，1933年）〕。

94 見初工作所の責任者は竹中雪蔵であり，契約期間は 3年であった。見初工作所の職工は大部分が宇部鉄工所
の職工として採用する見込みであった〔百年史編纂委員会（1998）105頁，宇部興産株式会社（1969d），「宇
部鉄工所の見初分工場」『宇部時報』1933年 9 月23日〕。見初工作所は 3年後の契約期間満了後，賃借料を引
き上げる形で 1年間の賃借期間延長をおこなったのち，37年10月に「壹万六千円以内」の条件が付され，宇
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力を上回る状況は継続し，増資による生産ラインの増備は不可避となった。この手続きは，株式会

社宇部鋳鋼所を設立し，直後に宇部鉄工所と合併する変態増資が想定された95。1932年 2 月，大株

主の意向が聴取され，株主協議会において宇部鋳鋼所の設立が決定し，同年 3月の臨時株主総会に

おいて宇部鉄工所との合併が承認された96。

設備投資の中心は鋳鋼品製造と歯車製作であった97。両者の需要の増加が見込まれたためであ

部鉄工所の生産施設として買収統一することになった（「昭和拾弐年拾月九日 株式会社宇部鉄工所重役会議
案」「見初工作所売買契約書」「昭和拾弐年拾月九日 株式会社宇部鉄工所重役会決議録」『昭和拾年度以
降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収，宇部興産株式会社所蔵）。

95 以上，百年史編纂委員会（1998）105頁，宇部興産株式会社（1969d）。
96 宇部興産株式会社（1969d），『第33期 営業報告書』（宇部鉄工所，1934年）。法定期間を置いて合併手続きが
完了したのは34年 5 月であった〔百年史編纂委員会（1998）105頁，「株主総会」『宇部時報』1934年 3 月23日〕。
宇部鋳鋼所の新規発行株式は 1万3000株で，うち 1万株は旧株保有者に割り当てられ，残りの3000株は公募
となった（「宇部鉄工所を含み資本金百十五萬円」『宇部時報』1934年 2 月13日）。資料によれば，公募株は
縁故株として関係者に割り当てられた形跡が残っている（『株式会社第二宇部鉄工所創立総会決議録』宇部
興産株式会社所蔵）。

97 百年史編纂委員会（1998）105頁，宇部興産株式会社（1969d）。このほか 2万2000円を投じて製罐増築の増
築も行われている（「製罐工場増築決定」1934年 2 月 2 日）。

表11　宇部鉄工所の資金調達（第 3 期）
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る98。鋳鋼品は市内の設備投資に伴い顕著な需要増加がみられる中，宇部地域における同製品の供

給元は阪神地方に仰いでおり，価格・納期の点で優位性を持ち得ることが，宇部鉄工所による同部

門強化の理由であった99。鋳鋼設備は電気炉（ 2トン）の新設であった100。宇部鉄工所は33年 2 月よ

り工場の動力電化にドライブをかけており101，電気炉の新設はこの延長線に位置づけることができ

たと思われる。34年 5 月には県営電気と大口需要の仮契約を結び102。新工場に受電所が設置され

た103。35年 3 月の取締役会では「鋳鋼甲材料銀砂採取ノ目的」で吉敷郡東岐波村に 1町 1反 9 畝の

土地購入が決議されている104。

この増設は35年上期には購入あるいは自社製品によって完了したが，一般鉄工界の好況はさらに

昂進し，「主トシテ鋳鋼部関係外註ノ不利ヲ補」う第二次の設備充実を目した株式の追加払い込み

が35年 6 月の取締役会で決定され，鋳鋼機械工場の増築（予算 7万4500円），諸機械の注文と宇部

鉄工所の設計にもとづく関連機械設備の改造（予算5450円）が進められた105。鋳物場の乾燥工程を

塊炭から粉炭使用に改良するなど，設備投資を通じたコストの引き下げも併せて企図された106。

これら第 3期の設備投資に関わる原資は，ほぼ自己資本が原資であった。表11によれば，払込資

本金を主軸とし，それに償却金が加わるかたちで投資資金の充足がなされた。表 2によれば，昭和

恐慌期以降，自己資本比率は低下し，固定比率も高止まりするなどバランスシートは傷んでいた。

しかし，33年に償却金が計上されると，自己資本比率は52.1％→58.5％と良化し，固定比率は

90.6％→53.9％と大きく改善した。翌34年以降の増資によってこの傾向はいっそう強まり，自己資

本比率は 8割を超え，創業以来最も高い数値となり，固定比率も押し下げられ，財務内容は著しい

改善をみた。

以上のような経過を辿りながら，前述のごとく，宇部鉄工所の総収入・純益金はともに順調な増

加をみることになった。資本の効率性においても，34年から35年にかけて低下傾向をあらわすもの

の，依然として優れた水準を保ち，36年には再び上昇基調に転ずることとなった（表 2）107。

98 前掲『第33期 営業報告書』。
99 「設立趣意書」（「宇部鋳鋼所設立趣意書本日完成」『宇部時報』1934年 2 月 4 日），三浦（2012）52–53頁。そ
のほか，これまで大阪工業試験場に外部委託していた製品・材料の品質検査を行う試験室を設置した（「強
力旋盤機設置」『宇部時報』1934年 9 月30日）。

100 百年史編纂委員会（1998）105頁，「鉄工所の施設拡充」『宇部時報』1934年 3 月27日。
101 「宇部鉄工所の動力電化」『宇部時報』1933年 2 月 8 日。
102 「電力仮契約」『宇部時報』1934年 5 月26日。
103 「躍進期の宇部鉄工所」『宇部時報』1934年 7 月18日。
104 「昭和拾年参月四日 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所」前掲『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会
社宇部鉄工所』所収。

105 「昭和拾年八月七日 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所」前掲『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会
社宇部鉄工所』所収，『第36期 営業報告書』（宇部鉄工所，1935年）。

106 「工場の充実拡張を承認した重役会」『宇部時報』1935年 8 月 8 日。
107 同業他社と比較しても，第 3期の宇部鉄工所は堅調な数値を示している（表 6参照）。



― 44 ―

経　済　学　論　集　第　103　号

4 -2 生産と市場
第 3 期における宇部鉄工所の製産額は総収入と同じ軌跡を描いた（以下，表 4）。製産額は，

1933年に前年比158.1％の急伸を示したのち，34年から36年までは前年比20–30％の幅での上昇をみ

た。この結果，1936年の製産額は32年の5.2倍に増加した。この間の物価指数（機械）は33年を除

いてほぼ横ばいで推移していることから，実質的な製産額もおおむねこれに照応する水準で推移し

たといえる。製品価格の変動に惑わされることなく，伸び行く需要に対応を重ねたことを示唆する

もので，これは宇部鉄工所にとって，創業以来，初めての経験であった。

第 3期における宇部鉄工所の生産品および受注元を確認する。宇部市立図書館に在架する宇部時

報の経済欄を調査し，宇部鉄工所と取引先が掲載された箇所を集めた結果，1933-36年は，計116件

の記事が確認された。表12はそれを集約したものである。表 9よりも網羅性という意味で劣ること

に配慮しつつ，ほかに手法がないことから，次善の手段として検討していくことにしたい。

掲載記事を地域・資本で分ければ，第 3期における宇部市内および宇部資本系企業の掲載件数は

116件中45件（38.8％）である。第 2期を対象とした宇部時報の集計では市内・宇部資本系企業は

総件数53件中24件（45.3％）であることから，第 3期はややその構成比を落としているようにみえ

る。表10で宇部資本系および宇部資本が関与した製造業の設備投資と宇部鉄工所製産額の相関係数

を再度確認すると，第 3期は0.54であり，第 2期の0.72よりも低めの数値となっている。したがっ

て第 3期の宇部鉄工所は，宇部資本系を売上の柱のひとつとしながら，受注先を市外および非資本

系列へより広げた可能性がある。

表10でも確認されるように，1933年以降，宇部資本系製造企業は旺盛な設備投資を行っており，

宇部鉄工所の営業報告（35年上期）では「宇部窒素工業株式会社及宇部セメント製造株式会社等ノ

拡張ニ恵マレ」と受注における宇部セメント・宇部窒素の重要性を強調している。一方でそれ以外

（市外取引を含む）の受注については，「一般ニ好況ト謂ヒ難ク，前記二社註文ヲ控除スルトキ一ヶ

月約七萬円ノ受註ニ過ギズ」108 と併記し，やや評価を落とした表現となっている。

しかしながら「一ヶ月約七萬円ノ受註」は，35年上期の製産額は約54万円（表 4参照）を考慮す

ると，少ない金額とはいえないように思われる。同期は「九州地方ハ新タニ小倉守谷商会ト提携」

することで国内最大の産炭地である筑豊炭田をターゲットとした鉱山用機械の流通経路を整備

し109，翌35年下期の営業報告では小野田セメント古茂山出張所，満洲小野田セメント，東洋曹達工

業，日ノ出セメント，旭硝子曹達工場などを「新得意先ヲ開拓シ得タ」と記していることから110，

取引先は外延的な拡大をみたと考えられる。これと関連して，宇部時報では大陸の取引先に関する

記事が増加した。宇部鉄工所と海外企業の機械取引に関する報道は，第 2期は53件中 2件（3.8％）

であったが，第 3期は116件中48件（41.4％）にのぼっている。

つぎに掲載記事を業種別に整理すると，セメント企業が116件中62件（53.4％）と最も多く，鉱

108 『第35期 営業報告書』（宇部鉄工所，1935年）。
109 前掲『第35期 営業報告書』。
110 前掲『第36期 営業報告書』。
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表12　第 3 期（1933-1936年）における受注機械・取引先（宇部時報掲載）
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山19件（16.4％），化学18件（15.5％），その他17件と続いている。第 3期における宇部鉄工所のセ

メント産業に対する関与の深さを示唆するものであり，法人数も15社に及んでいる。第 2期を対象

とした宇部時報の集計では，セメント産業の構成比は53件中24件（45.3％）であり，このうち宇部

セメントが19件を占め，残りは小野田セメントのみである。第 3期において，納入先の多様化が進

んだことがうかがえる。

これらのセメント企業への納入機械は，宇部セメントへの機械納入で培われたものが多かったよ

うに思われる。クラッシャー，ヒーター，コンベアー，石炭吹込ファンなどは，第 2期における宇

部セメントへの納入品に含まれている（表 8，表 9参照）。さらに34年10月に撫順セメントからの

引き合いがあった際の報道では「同会社は宇部セメント会社とパテント問題まで惹起したことがあ

る程宇部社に酷似せる方法に依るもので従つて工場設計も殆ど同一であり，宇部セメント工場の機

械器具製作の経験を有する宇部鉄工所へ注文されたものと見られてゐる」111 と記録されている。

さて，1936年 2 月に宇部資本系の新設会社として朝鮮セメントが資本金600万円で設立されると，

宇部鉄工所に巨額の受注案件が舞い込むようになり，時間差を伴ないながら，製産額を一気に押し

上げるようになった。「本期間ノ受註総額ハ約六拾参萬円ニシテ，内二拾六萬円ハ朝鮮セメント株

式会社創立ニ恵マレ，今後更ニ数拾萬円ノ註文ヲ待望シ着々工作」（36年上期）112 とされ，36年後

半には一部の朝鮮セメント向け製品が発送されるに至った113。

さらに宇部窒素に対する関係機械・部分品の製作機会に恵まれたことは，宇部鉄工所における化

学工業メーカー向けの機械・関連部品の納入実績を加速させることになった。宇部窒素の基幹部分

の機械については技術水準の高さから欧米製品で占められた。そのため，宇部鉄工所は周辺部分の

機械を中心に受注した（表12）。宇部窒素に基幹となる化学機械（ガス発生炉）を納入していたド

イツのコッパース社は，三井物産を経由して日本企業に自社製品の供給を行っていたが，ドイツで

製作されることによって日時・経費がかさむ傾向にあった。

35年 5 月，三井物産，コッパース社，宇部鉄工所の三社が連携し，機密性の高い機械を除いた一

部の製品について，当時宇部に来訪していたコッパースのオリンガーを相談役とし，同社の製造工

場を宇部鉄工所内に併置する計画が進められた114。同年 6月に日本支店主任のフィゲルが 6月に来

宇し，宇部鉄工所要人との会談が持たれ115，宇部鉄工所が製造したコッパース社製品は，日本総販

売店である「三井物産に納入しコツパース社製品と合して鉄工所製品が使用される」見込みとなっ

た116。ただし，その後，関連する報道は見出されない。他社製品の機密性が重視されたことで表面

に出てこなかったのか，製造計画の履行には至らなかったのかは不明である。

ところで，宇部時報では36年 8 月より宇部鉄工所のミル，微粉炭燃焼装置の受注報道が確認でき

111 「撫順から大量引合」『宇部時報』1934年10月30日。
112 『第37期 営業報告書』（宇部鉄工所，1936年）。
113 『第38期 営業報告書』（宇部鉄工所，1936年）。
114 「独逸コツパース社が作業工場設置」『宇部時報』1935年 5 月25日。
115 「コツパース社の作業工場」『宇部時報』1935年 5 月29日，「鉄工所要人と会談」『宇部時報』1935年 6 月 6 日。
116 「コツパース社指定製品は三井物産へ納入する」『宇部時報』1935年 7 月 6 日。
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るようになる（前年の35年 1 月には宇部セメントからミル裏板を受注している）。同装置は宇部セ

メントの自家発電用として発注されたことがキックオフとなり製作技術を修得した機械だが，産業

間の汎用性が高い製品であり，ユーザーのすそ野が広かったことは営業上の強みとなったとみられ

る。第 3期においては市内の化学企業（宇部窒素・宇部曹達）への納入が確認される。

このうち宇部窒素を例にあげると，同社は自家発電所の建造にあたり，エッシャーウイス社の抽

気タービン，シーメンス社製の発電機のほか，ボイラー・コットレル集塵機を国内大手メーカーに

発注しつつ，石炭粉砕ミル（ 6トン）については宇部鉄工所に発注している117。この総工費は250万

円と報道され，宇部窒素の貸借対照表を確認すると，輪郭こそ明確にできないがそれに近い動きが

みられることから，巨額の資金が動いたものと推測される118。その中で，全体の投資金額からみれ

ば割合は大きくないものの，宇部鉄工所が受注したミルは発電能力の整備にあたって不可欠な部分

――あたかも炭鉱業における坑木費のように――を構成したことをうかがわせ，製品市場のポテン

シャルの高さと，宇部資本系企業への納入実績を重ねることを通じた製造技術の錬磨を想起させ

る。とはいえ，微粉炭燃焼装置については部分品も含めてどこまでのパーツを鉄工所内で自製でき

たのかは不明である。次節はこの点も含めて検討を行うことにしたい。

5．第 4期：1937～1941年

5 -1 設備投資の拡張と資金調達（第1段階：1937年上期・下期）
第 4期になると，宇部鉄工所は立地をあらため，設備を充実し，製鉄事業を追加する巨額の設備

拡張を行った119。この投資計画はインフレや外部環境の変化によって修正が加えられ，すべての設

備が完成するまでにおよそ 3年を費やすことになった。

表 6によれば，1937年以降，他の機械メーカーも積極的な設備投資を行っているが，第 4期にお

ける宇部鉄工所の総資産の平均値は第 3期の14.1倍と，同業他社と比較しても長足の伸びを示して

おり，幸袋工作所を抜き，安川電機との差を前期よりも相当程度縮小することになった。とはいえ，

これら巨額にのぼる投資資金の調達手段を株式のみに依存することは不可能であり，平均値でみた

自己資本比率は81.8％から49.2％へ大きく低下することになった。

以上のように，第 4期における設備投資は金額・期間ともにこれまでにないスケールで遂行され

た。そのため本節では，第 4期の設備投資と資金調達を，第 1・第 2・第 3段階の 3つの期間にわ

けて検討する。各期の特徴をあらかじめ示せば，第 1段階は，設備投資（生産ライン）と資金調達

の大枠が決められた期間である。第 2段階は，第 1段階で確定した生産ラインの大枠を拡張方向で

117 「窒素大拡張工事準備進む」『宇部時報』1936年10月24日，「宇窒の自家発電」『宇部時報』1937年 1 月31日，
馬屋原隆志（1937）58–59頁。ボイラー・コットレル集塵機は『宇部時報』では日立製，馬屋原（1937）で
は三菱竪型水管鑵と記載されている。

118 「宇窒の自家発電」『宇部時報』1937年 1 月31日，『営業報告書』（第 6 回～第 8 回，宇部窒素工業，1936–
1937年）。

119 百年史編纂委員会（1998）106頁。
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調整しつつ，資金調達の規模・方法について大胆な修正が加えられた期間にあたる。第 3段階は，

第 2段階で拡大した借入金規模の縮小を放棄し，材料確保と在庫の換金性を高めるための製鉄設備

の拡充および軍需産業向け設備への追加投資が行われた期間になる。

設備投資完了後の宇部鉄工所は製鉄・製鋼事業に基盤を置いた経営を想定した。まずは第 1段階

の拡張計画を生産ライン別で確認したい（表13）。数値は37年 4 月の重役会資料で明らかとなり，

同年12月の重役会資料でも維持されたものである。拡張計画は鋳物・鋳鋼製品，仕上品，製罐品を

中心とする既存ラインの増設部分と，伸鉄，平炉インゴット，スチールボールの新設部分に分かれ

た。差引利益では新設部分が 6割弱を見込んでいる。

各種生産ラインのうち，とくに大きな割合を占めたのは伸鉄，平炉インゴットであった。このう

ち平炉インドゴットは「全テ伸鉄用材料ニ使用スル」120 ものであった。かりに，平炉インゴットを

控除した総収入を対象として，伸鉄の構成比をみると45.7％であり，総利益における伸鉄・平炉イ

ンゴットの割合は46.4％を占めている。金額が大きかっただけではない。表にもあるように，同部

門は宇部鉄工所における生産ライン全体のなかでも高い利益率が見込まれた。もうひとつの新設ラ

インであるスチールボールも，収入・利益・利益率ともに各種製造品のなかでは優れていた。

以上のうち伸鉄（平炉インゴット）の一部は，増設ラインの原材料としても用いられとみられ，

スチールボールも伸鉄を利用したことから，質量ともに宇部鉄工所の基盤となる生産ラインであっ

120 「株式会社宇部鉄工所重役会議案」（1938年 3 月 2 日）前掲『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会社宇部
鉄工所』所収。同資料によれば，伸鉄・スチールボールともに製造スピードが平均10日と速く，品質検査の
工数が少なく，さらに「資金ノ回収容易ナレバ売掛一ヶ月ノ見込」であり，増設ラインは製品の完成までに
2か月程度の期間を要し，「資金回収ニ約二ヶ月ヲ要」したとされる。

-

表13　工場設備拡張後の年間収支計画（1937年4月作成）
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たとみられる。川上部分の強化が，同期における工場拡張の重要な特徴のひとつであったといって

よい。

つぎに既存ラインの増設部分を収入ベースでみると，鋳物・鋳鋼品関係が大きく，製罐品，旋盤

仕上品と続いた。利益率の高低でみると，旋盤仕上品がきわ立って高く，鋳物・鋳鋼品関係は伸鉄・

平炉インゴットと同程度かやや低く，製罐品の利ザヤは少なかった。旋盤仕上品が突出している理

由は不明である。旋盤仕上品の収入見込みのなかに，完成品の補修，メンテナンスなど，製図・設

計などの工程を省くことができる受注が含まれているのかもしれない。いずれにしても同ライン

は，宇部鉄工所における利益の柱として期待された。

以上をふまえ，設備投資と資金調達の実相について検討しよう。第 4期における設備投資の当初

計画をあらわしたものが表14である。当該数値は1937年 4 月26日の重役会で審議対象となった。総

予算は155万円であり，工場・附属建物費，機械器具増設費，竹内鉄工所買収費（ 5 - 5 参照）の 3

本で構成された。この元資は新旧株式の払込金62万5000円，銀行借入92万5000と新規投資額の

表14　工場移転計画の予算（1937年4月）
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59.7％を他人資本に依存した資金調達が想定された。財務内容の悪化を前提とする拡張計画であっ

たといってよい。

一方で，銀行および土地所有者（沖ノ山炭鉱）への利払いや，土地購入費の年賦金，償却金を勘

定に入れても，拡張後の利益水準はかなり高い数値が掲げられている点は無視できない。他人資本

への依存が高まっていることに配慮は必要であるが，払込資本に対して年66％，公称資本金に対し

て39％という強気の予定利益水準が自己資本比率の悪化を正当化する根拠になったとみられる。

払込資本金における新規発行株式の払込手続きについては，36年12月に公称資本金135万円の第

二宇部鉄工所を設立し，翌37年 3 月に宇部鉄工所本体と合併して公称資本金250万円とする変態増

資が採用された121。当時の宇部鉄工所の発行株式数は 2万3000株（払込済株 1万株，払込未済株 1

万3000株）である122。

これをふまえ，37年12月19日の宇部鉄工所の株主総会において，第二宇部鉄工所の総株数を 2万

7000株とし，このうち 2万3000株を37年 1 月15日時点の宇部鉄工所株主に対して持株と同数の株式

を優先割り当てし，残余の4000株を縁故募集とすることが承認された123。この文脈のもと，第二宇

部鉄工所の発起人総会・創立総会が36年12月24日，25日に開催された124。同社の株主は表15の通り

であり，宇部鉄工所本体の役員と職員・職工の責任者が株式を引き受け，発起人総代は渡邊剛二が

務めた。

創立総会当日，宇部鉄工所合併後の交付新株の配分について明記された「株式譲渡ニ関スル覚書」

の確認が発起人間でなされている。覚書の内容は宇部鉄工所の議決に準拠するものであり，旧株へ

の配分については機械的に決定したが，縁故募集の株式については協議事項となった。縁故株の配

分対象は発起人・重役，職員・職工および関係会社職員であった。このうち職員・職工の割当総数

は多く，職位と勤続年数のマトリクスで割当標準数が定められ，引受希望数の申込も行われた。関

係会社職員を対象とした37年12月末時点の配分を会社別にしめすと表16のようであり，取引先のセ

メント・化学・炭鉱企業に重点をおいた割り当てがなされた。

かくして1937年 1 月11日，宇部鉄工所の臨時株主総会が開催され，宇部鉄工所と第二宇部鉄工所

の合併が承認され125，ここに工場拡張における資金調達の土台部分が確立することになった。

37年 4 月，工場移転敷地用として沖ノ山炭鉱埋立地の購入契約締結が重役会で承認された126。工

121 百年史編纂委員会（1998）106頁。
122 『昭和拾弐年拾壹月参拾日現在 株主名簿 株式会社宇部鉄工所』。
123 『第39期 営業報告書』（宇部鉄工所，1937年）。
124 以下，第二宇部鉄工所の創立と株式配分プロセスは『株式会社第二宇部鉄工所創立総会決議録』宇部興産株
式会社所蔵 による。

125 前掲『第39期 営業報告書』。
126 この時の購入金額は，52万5000円（ 3万5000坪，坪15円）であったが，37年 7 月の売買契約では購入面積を
縮小し（ 2万447坪，坪16円），工場敷地購入金額は32万7152円まで圧縮された。その後37年12月の重役会で，
「工場配置ノ都合上将来発展ノ余地ナキニ依リ」，追加の購入地として3752坪，借入地として 1万6104坪の確
保が決議され，計 4 万303坪の敷地を擁することとなった（典拠は注127および前掲「昭和拾弐年拾月九
日 株式会社宇部鉄工所重役会議案」）。
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場建設は近づき，宇部鉄工所は資金調達の作業に移行した。銀行資金の導入については，37年 1 月

の取締役会（第二宇部鉄工所の合併が承認された臨時株主総会と同日）において，取締役連帯保証

の手形借入金を10万円から30万円へ増額することが承認され，資金余力の拡張に着手されていた

が127，同年 4月の重役会ではこの借入限度を70万円上積みして100万円とし，新旧株式の払込をあわ

せて行うことが決定した128。以上の如く，宇部鉄工所の生産ライン拡充に向けて，資金面の裏付け

は着々と整備された。

5 -2 設備投資の拡張と資金調達（第2段階：1938年上期）
しかしながら，37年 7 月に日中戦争が開戦すると，材料費は昂騰し，設備拡張費は37年 4 月に策

定された計画よりもかさむことに事態となった。さらに，拡大する産業機械の需要に対応するため

に追加の設備投資も必要になった。

資金調達額の引き上げに関する動きは1937年10月頃から確認されるが，増額に関する具体的な動

きが出たのは同年12月（38年上期）からである。周知のように，戦時体制の移行にともなって設備

投資は許可制となった。宇部鉄工所による申請については事業の性質上，現場では楽観視されたよ

うに思われるが129，インフレが進行したことで，37年 4 月に策定した宇部鉄工所の設備投資は増額

変更を余儀なくされた。

このうち鋳造品製造機械設備と製罐設備，一般共通設備費（88万9960円）は臨時資金調整法の規

定に準拠して37年11月 9 日に許可された。製鋼，鋳鋼，鍛鋼品製造設備費（81万40円）は臨時資金

調整法の適用対象となる予定であったが，大蔵省の解釈変更により，製鉄事業法の所管となること

が決定し，いずれも建設工事に移ることが可能となった130。しかし，この二つの申請事業の合算値

だけでも170万円に達するもので，当初計画のストックに対する支出総額を超過している（表14）。

宇部鉄工所がこの設備投資の原資として，関係法令にもとづき当局へ申請した金額は株式の追加

払込62万5000円，銀行借入金100万円であったようである131。そのため，不足額は手持ち資金等の活

用が想定された可能性があるが，経営の安定を考慮した場合，資金調達調達ルートの拡充は避けて

通れなかった。1937年12月の重役会では，工場移転拡張工事進捗と諸機械器具・建物等建設資金お

よび製鉄事業関係原材料・一般の運転資金として借入金を100万円から200万円へ積み増すことが承

認された132。

127 「株式会社宇部鉄工所取締役会決議録」（1937年 1 月11日）前掲『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会社
宇部鉄工所』所収。

128 以上37年 4 月の重役会については，「昭和拾弐年四月二拾六日 株式会社宇部鉄工所重役会決議録」前掲『昭
和拾年度以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収。

129 「工場縦鼻資金に株金の払込みを求む」『宇部時報』1937年10月14日。
130 「株式会社宇部鉄工所重役会議案」（1937年12月 9 日）『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工
所』所収。

131 前掲「株式会社宇部鉄工所重役会議案」（1938年 3 月 2 日）。
132 以上，前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」（1937年12月 9 日），「昭和十二年十二月九日 株式会社宇部
鉄工所取締役会決議録」前掲『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収。これに先立つ
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工場移転後の収支目論見書を確認すると，営業収入・支出額は37年 4 月策定の数値が維持される

一方，借入金の利払いと償却金の支払いは増額計上を余儀なくされている133。なにより，投資元本

が増額したことは利益率を押し下げる要因になりえたと思われる。経営数値としては何を根拠とし

て移転計画の継続が正当化されたのか。

取締役会では37年下期の実績と移転拡張後の見込みを対象とする比較資料が作成された（表17）。

それによれば工場移転後は，生産額，利益金ともに飛躍的な拡大をみるとの想定が立てられたこと

がわかる。資材の高騰を考慮したためか，フローでみた利益率は減少と評価しているものの，利益

の増加率は投下資本のそれを大きく上回るとの想定であり，直近の決算期（37年下期）と比べ，ス

トックから照射した利益率は大きく上昇すると考えたようである。

1938年 3 月になると，工事の進捗に伴って「諸設備ニ遺憾ノ点尠カラズ」，50万円規模の追加工

同年10月の重役会議案では，工場移転拡張工事・諸機械建物代金支払・原材料運転資金充当のため，銀行借
入限度を100万円から180万円にさらに拡張する議案が作成されている。しかし，当該重役会の決議録では借
入金の増額については落とされている（記載がない）ため，10月の重役会では承認事項とならなかったとみ
られる（前掲「昭和拾弐年拾月九日 株式会社宇部鉄工所重役会議案」「昭和拾弐年拾月九日 株式会社宇部
鉄工所重役会決議録」）。

133 前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」（1937年12月 9 日）。ただし，土地取得に関わる諸経費は減額され
ている。

-

-

2

2

表15　第二宇部鉄工所株主（1936年12月） 表16　関係会社職員への配分株
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表17　資金調達額変更後における企業業績・投下資本の見込み

表18　工場移転計画の予算（1938年3月）
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事が起案された。内訳は，製鉄設備18万5210円，金属機械設備11万4650円，製罐設備 4万3500円，

共通設備費（学校移転）15万6620円である。この資金は増資を想定し当局との折衝に努めたが，認

可の見込みが立たなかった。そのため，未払金徴収と借入金の導入が重役会で決議された（表18）。

新規の払込金額は102万円（既払込と合わせて250万円），銀行借入金は追加設備と運転資金の確保

を目的とし，200万円から220万円まで増加することが承認された。借入元は全額宇部銀行からで

あった。この借入金の返済方法は工場竣工後に工場財団を設定し，100万円は増資払い込みで「出

来ル限リ速ヤカニ」返済し，残額120万円は 5カ年年賦による返済計画が立てられた134。

この収支計画は表17に示した通りである。投下資本が膨らんだことにより，ストックからみた利

益率は37年12月策定時より低下しており，フローでみた利益率もさらに低下している。そのため，

経営の安定のためには，金融コストの削減は不可避であったように思われ，早期の生産開始のため

に設備資金と運転資金を地元銀行から借り入れつつ，将来的には増資による自己資本率の改善に

よって利子負担の削減をはかるというシナリオがみてとれる。いうまでもないことだが，このシナ

リオは取締役会のなかで合意されたものにすぎない。当局に許可を得ることなければ，実行に移せ

ない合意であった。

一方，追加工事そのものは38年 3 月に当局に申請され，同月中に許可された。工事は順調に進捗

し，同年 6月にはボール，新鉄，製鋼，鋳物，機械諸工場と附属建物は大半が完成・操業の段階に

入り135，宇部鉄工所の総資産と生産能力は大幅に増加することになった。

5 -3 設備投資の拡張と資金調達（第3段階：1938年下期～39年下期）
1938年下期に入ると宇部鉄工所は，当初予定していた宇部銀行からの短期借入金を増資によって

相殺する手続きに着手した。ところが同期になると戦時統制はさらに深まり，全国の鉄工業者の間

では軍需向け生産にどれだけ寄り添えるか否かが工場全体の生産量を左右する重要課題として浮上

していた。1938年 7 月より鉄鋼配給統制規則が施行され，鉄鋼購入の際に関連機関が発行する鉄鋼

割当証明書が必要となり，民需用生産品に対する鋼材入手のハードルが上がったことが要因であ

る136。宇部鉄工所にとって，この生産条件の変化は37年12月には想定していなかった事態であった。

そのため，増資計画はこの材料配給に対する課題の改善をパッケージにするかたちで進行すること

になり，資金調達の規模は大きく膨らむことになった。

この問題に対処するため38年 7 月，宇部鉄工所は「重役会並ニ百株以上株主協議会」を開催し

た137。会議では現在の宇部鉄工所の経済状態について，移転拡張工事は 8月までに完成の見込みで

134 前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」（1938年 3 月 2 日），「株式会社鉄工所重役会決議録」（1938年 3 月
9 日）前掲『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収。

135 「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」（38年 6 月14日）前掲『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会社宇部
鉄工所』所収。

136 長島（1986）177頁，「市内の鉄工業者国策に順応」『宇部時報』1938年 7 月 5 日。
137 以下，同協議会については，「重役会並ニ百株以上株主協議会議案」（1938年 7 月11日）前掲『昭和拾年度以
降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収による。
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あること，受注が堅調に推移していることが報告される一方，将来の見通しについては38年 7 月よ

り商工省が鉄鋼の配給統制を実施し，この強化を目的とした配給切符制度を採用したことで「鉄鋼

材購入ニ或ル制限ヲ受」ける見込みで「相当大キナ難関ニ逢着シタ」ことが述べられた。

他方，鉄鋼配給統制規則では，製鉄用原料又は材料として製鉄業者に販売するケースでは鉄鋼割

当証明書を必要としなかった138。そのため，宇部鉄工所は新設した製鉄設備を増設・改造をふくめ

つつ活用することで材料難の緩和に努め，「従来ノ御得意先」に対しては「材料ノ関係上充分ナ御

奉仕ガ出来難イノハ甚ダ遺憾」であるが，軍需向け生産を出来るだけ引き受けることで，材料と機

械器具調達に対する政府からの支援139を企図する方針が示された。

この文脈のもとに，経営側から協議会の参加株主（100以上所有）に提示された対応策は，予算

額で500万円規模に達するものであった。内訳は，製鋼設備の改造・拡充21万8977円140，兵器部分品

の製造設備90万61360円，航空機部分品製造設備84万8100円，既契約分の沖ノ山埋立地買収費32万

7632円，宇部銀行への返済資金および運転予備資金269万9155円141である。

このプランの実現のためには，新規の資本金払込みで500万円の資金を要した。具体的な調達手

続きとしては，旧株 1株に新株 2株を割り当て，資本金を750万円まで拡張することを想定した。

株主にとって大きな負担である。そのため，重役会では倍額増資にとどめ，運転資金その他に充当

する220万円は引き続き借入形態で維持するシナリオも参加株主へ提示された。

最終的に協議会では500万円の増資（資本金総額750万円）とすることで合意に至り，西野吉蔵常

務は増資案を日本銀行門司支店へ持ち込み意見交換がなされた。しかし日銀当局者からは，「金融

統制及株界安定強化ノ為メ直接必要外ノ増資ハ之ヲ認メザル」主旨で，増資資金よって借入金の引

き当てとする宇部鉄工所の原案に対して「金融緩慢ナル今日長期借入或ハ社債等ニ依リ肩替リヲナ

シ」「緊急ノ資金ニ限リ増資シテハ如何」との勧奨がなされた。これに対し，宇部側は500万円の増

資案修正に応じなかったため，日本銀行門司支店担当者が東京本店の意向を確認することになっ

た。

その後，西野常務は上京し，門司支店出張所の仲介により，日銀本店で増資計画の説明を行った。

西野は増資計画について「極力原案承認方懇請」したが，門司支店と同じく「時局柄三倍増資ハ之

ヲ認メ難」いとされ，緊急の事業として必要なもので「軍部当局ノ証明アル兵器部分品製造設備其

138 長島（1986）177頁。
139 軍関係の仕事については，機械の購入，資金の調達，非常時解消後の受注などで支援が得られる見込みであっ
た。宇部鉄工所はこれを「全ク軍ノ方カラ手ヲ引張ラレル様ナ有様デアリマス」と株主へ表現している（資
料は注138と同じ）。

140 重油燃料装置をガス発生炉に改め，造塊場および装入場の延長工事，鋼塊整理用クレーン，再製銑鉄工場を
設けるものであった。ガス発生炉用の石炭配給は，時局の進展によって悪化したが，沖ノ山炭鉱の支援もあ
り，39年 4 月以降，主要月額760トンのうち380トンを沖ノ山福島炭，残り380トンを昭和石炭株式会社の加
盟炭鉱で分担引受することが成立した〔「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」（1939年 3 月28日）前掲『昭和
拾年度以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収〕。

141 この内訳は宇部銀行からの借入金返済資金220万円，運転予備資金49万9133円であった（「株式会社宇部鉄工
所重役会議事案」（1938年 7 月11日）前掲『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収）。
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他製鋼事業拡充ニ限リ増資計画ヲ変更スル様指示」された。その上で，航空機部分品の製造設備は

認められず「関係方面ト密接ナル連絡ヲ計リ」充分な調査研究を行ったうえで申請するよう返され

た142。

この日銀本店との交渉結果を受け，38年 8 月の宇部鉄工所の重役会において増資金額を250万円

（資本金総額500万円）に減額することが承認された143。宇部鉄工所ではこの時の拡張部分を，38年

3 月の拡張計画（第一次拡張）に対し，「第二次拡張」と位置付けた。

以上みた一連の過程は，生産設備の拡張と材料配給のパイプ確保という側面で部分的な成果をあ

げることになったように思われる。他方，当初計画でかかげた増資資金による銀行借入の償却はで

きなかった。いうまでもなく，増資そのものは認められたことで，自己資本比率の改善につながる

可能性を残してはいる。しかし，その調達規模は当初目標と乖離しており，増強された製造設備を

維持するための運転資金の膨張，生産ラインの適正化や工場の稼働を支える追加の資金調達に対し

て，宇部鉄工所はよりシビアに向き合わなければならなくなった。

この間，前項（ 5 - 2 ）でみた38年 3 月に確立した第一次拡張工事は，同年末になると，工事の

進捗に伴い「種々増設改善ノ余儀ナキ」箇所が生じ，予算を36万7144円（予算220万円に対し，256

万7144円）超過する状態にあった。それだけではない。製鋼運転資金は予算114万5247円（予算17

万333円に対し，131万5580円）も超過していた。物資統制の強化によって，所属組合による販売ルー

トを持たなかった。宇部鉄工所が保有する半製品が積み上がったことが要因とみられる。第二次拡

張計画では鍛鋼設備の拡充を予定しており，平炉・鍛鋼間の能力差は解消され，製品化のスピード

は上昇する見込みであったが，拡張工事の完成までにはなお 5ヶ月の期間が必要であった。

これを解消する手段としては，他に予定している設備投資の着工時期を繰り延べ，工期全体を再

調整することなどが想定されたと思われる。しかし第二次拡張工事中，軍需関係に属するものは

「軍部ノ慫慂切ナルモノア」り，繰り延べは難しく，むしろ執行を繰り上げる必要が生じていた。

また，職工住宅の建設も当初計画の執行には不可避であった。竣工が遅滞した場合，生産活動に支

障を来たす設備もあったためである。

1938年12月には早くもその問題が顕在化し，鉄屑購入・設備拡張の繰延や社内保留金の流用など

を勘定に入れても，第二次拡張工事資金，職工住宅敷地購入・建築資金，運転資金におよそ80万円

の不足をみることが判明した（表19）。この事態を受けて，同月の重役会において銀行借入金限度

額を220万円から300万円へ引き上げることが承認された144。

142 100株以上株主との協議会資料によれば，当該施設の計画は，「海軍当局ヨリ屡々慫慂」されていたことで「軍
ノ支持」を期待する一方，軍の意向を打診せず計画されたものであった〔前掲「重役会並ニ百株以上株主協
議会議案」（1938年 7 月11日）〕。

143 以上，「株式会社宇部鉄工所重役会議案」「株式会社宇部鉄工所取締役会決議録」（1938年 8 月11日）前掲『昭
和拾年度以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収。

144 「宇部鉄工所取締役会議案」「株式会社宇部鉄工所取締役会決議録」（1938年12月12日）前掲『昭和拾年度以
降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収。これは自己資本比率・固定比率の悪化につながることになっ
た（表 2）。
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翌39年 3 月になると拡張工事は，初期計画部分については大部分が完成し，製鋼工場，砲弾工場，

鍛造工場についても完成時期の見通しがつく段階となった。製品出荷についても，経済統制の強化

によって鉄鋼，とくに特殊部分品の入手難が生じたことで多額の半製品を抱えていたが，同年 4月

以降には漸次解消することが予想された。そのため， 3月以降の拡張工事費，運転資金，未払金等

は借入限度額（300万円）内での充足が可能と見込まれた。

しかしながら，これは調達金額の天井に達したことを意味しなかった。39年下期からの執行を予

定している諸資金（拡張工事費残金，沖ノ山炭鉱への購入土地返済金，拡張工事運転資金）につい

ては，この限度額を超過することが見込まれたためである。そのため，39年 7 月を期日とした62万

5000円分の株式の追加払込が決定され，宇部鉄工所の予算規模は漸増を続けることになった。

この追加払い込みによって設備投資は充足し得たようである。しかし，運転資金についてはなお

不足がみられた。資材・生産統制強化に伴い，宇部鉄工所の資金繰りが急速に悪化したためである。

具体的には，宇部鉄工所は受注品の大部分についておよそ 3分の 1の前金を徴収し，これを運転資

金として充当することで全体の生産活動をまわしていた。ところが，39年半ばになると，資材・生

産統制強化に伴い宇部鉄工所の受注は減少傾向を示した。そのため前金受領が細くなり，宇部鉄工

所の運転資金の流れに歪みが生じたのである。

これを埋めるため，39年 9 月の取締役会において，宇部銀行からの借入限度額300万円をさらに

350万円へ増額することが決められた。このうち工場財団担保分の返済開始は39年11月を予定して

表19　資金調達明細書（1938年12月）
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おり，同時期までには製品の出荷にこぎつける必要があったとみられる145。かくして1939年11月に，

製鉄事業設備増設完成届が官庁へ提出され，宇部鉄工所の第一次・第二次拡張工事は終了した146。

5 -4 設備投資完了後の鉄工所経営
拡張時が完成すると，宇部鉄工所は堆積した半製品の製品化に力を入れ，平均出荷量は改善した。

この状況は継続する観測であり，経常的な資金は漸次安定化する見込みであった。これは銀行借入

金の返済を支えることになった147。臨時支出は減少し，取締役会資料では「半製品ノ整理努力ノ結

果，順次運転資金円滑トナリ」，「本年末資金需要期ニ於テモ不安ナキ見込」とされている148。

これをふまえて，経営の実相をみていこう。拡張設備の運用が本格化した1940年 4 月の取締役会

で承認された営業方針は，「受注ニ当リテハ資材ノ確保ヲ第一主義」とするものであった。そのた

め，受注は順調に推移したものの，経営資源や納期を考慮し，39年下期の受注量を「調整スル要ア

リ」との報告がなされた。それだけではない。保有している半製品のうち鋼塊について「丸棒，角

棒，炭車軸ニ鍛造加工受注」するほか，大型鋼塊を製造し，新造の第二鍛造工場で大型鍛造品に加

工するなど，運転資金の円滑を期する工夫もなされた。これらの措置もあり，生産ラインと資金循

環の流れは，1939年よりもよい方向に向かうことになった。

他方，宇部鉄工所内では，将来的な統制強化による労力・資材・資金面への影響に対する懸念は

強かった。統制強化のあおりを受けた生産高の減少による資金圧迫，銀行からの少額借入届出制の

ほか，とくに原価計算制度の「強制施行」による単価切り下げがそれにあたる。公定価格を通じた

低物価政策など政府による統制強化が進む中で，経営効率を維持しながら借入金の返済を進めるた

めには，これまでみてきた半製品の製品化，売掛金の早期回収に加えて，「資材労力経費ノ確保節

約」がとりわけ重要な項目であった。

1940年 4 月の取締役会では，庶務規定を改正し，組織再編を行っており，営業課に配置されてい

た原価計算係を会計課に移動させている149。これは同年 6月以降，関係法令（軍需品工場事業場検

査令）に基づく原価計算制度の実施を見越した措置とみられるが，幅広い会計上の数値をにらみな

がら，生産コストの変動を評価しやすい体制に変化しているようにも思われる。

以上の諸過程を表 2 によって俯瞰すれば，自己資本比率，固定資産比率は1939年にそれぞれ

42.3％，103.6％ともっとも悪い数値となり，フローでみた利益率も同様の状況にある。しかし同年

を底として，利益率は総資産・払込資本・総収入すべての基準で回復の傾向を示している。この間，

145 以上，「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」「株式会社宇部鉄工所取締役会決議書」（1939年 9 月18日）『昭和
拾四年以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収，宇部興産株式会社所蔵。

146 『第44期 営業報告書』（宇部鉄工所，1939年）。
147 「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」「株式会社宇部鉄工所取締役会決議録」（1940年 4 月 4 日）前掲『昭和
拾四年以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収。

148 「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」「株式会社宇部鉄工所取締役会決議録」（1940年10月14日）前掲『昭和
拾四年以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』所収。

149 以上，前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」「株式会社宇部鉄工所取締役会決議録」（1940年 4 月 4 日）。
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自己資本の増加と他人資本の減少が進行しており，自己資本比率，固定資産比率は改善の方向へ向

かい，1941年にはそれぞれ54.2％，72.9％に良化している。そのため営業状態は上向き，借入金の

返済も継続したとみられる。

資料によれば，統制経済の深化によって，「人的資材ノ欠乏甚ダシク製産増加意ノ如クナラザル」

や，1940年 6 月以降「平炉，圧延工場等ノ故障頻出」するなど，「憂慮ニ堪エ」ない状況は生じて

いる150。41年 8 月の取締役会の資材関係の報告では，官庁払下鉄屑として2000トンの臨時配給を受

けたが「集荷意ノ如クナラズ」580トンの入荷にとどまったことが記録されている151。これらの記述

は，局時的には生産ラインの稼働率が低下する事態が生じたことをうかがわせる。したがって，順

調に操業し得たということはできない。一方，経営の主要指標は39年をボトムとして上昇傾向を示

していることから，第 4期における巨額の設備投資は，各種制限によって歪んでいく市場経済の変

化を泳ぎ切り，宇部鉄工所の経営の経営効率をよりよい方向に導いているように思える。

ところで，生産設備を充分に回転させるためには資材の確保が必須であり，とくにこの時期の宇

部鉄工所の場合は，鉄材料の供給をいかに維持していくかに腐心しているように思える。最後に，

統制強化後における資材の調達経路についてわかる範囲で確認したい。

拡張計画と並行するかたちで，宇部鉄工所は材料の調達経路についても手を打ち，「資材配給増

加ニ努」めた。39年 3 月の取締役会では，従来加盟していた宇部鉄工業組合に加え，日満鉄鋼販売

株式会社，日本鉄鋼協議会，日本ボール鉱業組合にも加入した会議資料が作成されている。

当該期には，日本鉱山用機械工業組合の加入も重要な手段となり得た。鉱山用機械製作が宇部鉄

工所の事業基盤のひとつであったためである。38年 9 月に加入に向けて宇部鉄工所から嘆願書が提

出された。提出にあたり，「第三者ノ後援ハ尤モ効果大」とみられ，宇部商工会議所会頭，宇部鉱

業組合長よりも宇部鉄工所が鉱山用機械製造業者として「地方的必要ナル事由」を具した懇請が添

えられ，本省（おそらく商工省とみられる）に懇請がなされた。

ところが，本省はこの加入を認可しなかった。宇部鉄工所は西野常務が中心となり，沖ノ山炭鉱，

東見初炭鉱，石炭連合会のほか，山口県の後援を受けながら「本省ニ出頭種々陳情」を行った。そ

の結果，「巳設ノ組合加入ハ認メザルモ特種ノ取扱トシ，特ニ指名配給ノ便法ヲ講ゼラル」ことが

認められることになり，山口県が福岡鉱山監督署と連絡の上，配給の受け皿として，山口県鉱山機

械器具用鉄鋼配給組合が設立された152。

その後も，宇部鉄工所は鉄材の配給量確保に注力した。1940年には第二次拡張計画に伴う第二鍛

造工場完成を機として，鍛鋼協議会加入を懇請し，同年 2月末に承認を受けた。表20は宇部鉄工所

の鉄材料の配給量を配給元別に表したものである。断面的なものであるが，多様なパイプを駆使し

150 前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」（1940年10月14日）。
151 「株式会社宇部鉄工所取締役会会議案」（1941年 8 月17日）『昭和十六年以降 取締役会決議書 株式会社宇部
鉄工所』所収。

152 以上，前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」（1939年 3 月28日），『第43期 営業報告書』（宇部鉄工所，
1939年）。
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ながら配給量を維持していることがわかる。鍛鋼協議会加入の際，宇部鉄工所側の記録では「現下

ノ状勢ニ於テハ」各種資材の「使用状況楽観ヲ許サ」ないと述べており，資材の調達に苦心したと

みられる153。しかし，宇部鉄工所が「充足軍需，民需優先配給ト相俟テ資材確保ヲ期」154 することに

努めたことが，急速に膨らんだ工場設備の稼働率上昇を可能ならしめ，前述の財務状況につなげる

ことになったといえるだろう。

153 以上，鍛鋼協議会加入については前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」（1940年 4 月 4 日）。
154 以上，前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」（1939年 3 月28日）。

222

表20 　宇部鉄工所の鉄材料配給量と配給元
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5 -5 竹内鉄工所の買収
前述のように，第 4期の拡張計画の柱のひとつとして竹内鉄工所の買収があった（ 5 - 1 参照）。

同所の買収によって宇部鉄工所は微粉炭燃焼装置（ミル）の生産ラインを強化し，多くのメーカー

と大口の取引契約を交わすようになった。これをふまえ，本項では竹内鉄工所の買収計画について

検討することにしたい。

当該計画は宇部市内で稼業していた竹内鉄工所が保有するスチールボールの製作技術と顧客を宇

部鉄工所が継承することで，同ボールを部品として用いる宇部鉄工所製ミルの競争力強化を主目的

としたものであり，あわせて両所間における既存事業の相乗効果をも目論んだ思われる。そもそも，

この竹内鉄工所とはどのような企業体だったのか。以下では確認し得た資料をみながら掘り起こし

ていきたい。

宇部市内の鉄工施設でミル用ボールの製作を行っていたことが確認されるのは，1934年の県営電

気宇部第二発電所の鋳物工場155と竹内鉄工所（宇部市西本町）である。このうち竹内鉄工所の創業

者は竹内貞之なる人物であった。1938年12月の宇部時報では，竹内貞之は「今日より約四十年前来

宇」し，「松浜炭鉱時代」は「鍛冶屋を行つて居た」と報道していることから，明治中期に他地域

から宇部へ定住した人物が鉄工業を営んだことが竹内鉄工所の揺籃とみられる。同記事によれば，

「平凡なる鉄工業を転じてスチールボール工場とし約十ケ年」としていることから，同所は推定で

28年頃，ミル用ボールの製造に着手したように思われる156。

この竹内は，34年11月，大連，鞍山，哈爾浜，撫順，平壌，川内などのセメント会社へセメント

ミル用ボールの売り込むため大陸に渡っている157。その後，35年 2 月，6月に哈爾浜セメント158，さ

らに36年 4 月18日に撫順セメント，大同セメント，哈爾浜セメントのほか，小野田セメントの外地

工場に対する竹内鉄工所製のミル用ボール納入に関する記事が宇部時報に掲載されている159。

表12によれば，これらの諸企業は宇部鉄工所とも取引を行っており，35年 6 月には「宇部鉄工所

の重藤販売主任は竹内鉄工所主と明二十一日出発，渡満することになつた」160 との報道もあること

から，産業用機械の納入において宇部鉄工所と竹内鉄工所の間で連携した動きがあったことを推測

させる（買収・合併時には「従来宇部鉄工所製造ミルの行く所必ず『竹内ボール』が随行して居る

ものであ」161 るとの報道もある）。

その後，竹内鉄工所の業績は拡張傾向で推移した。36年 8 月にはスチールボールを 1日あたり

200トンのほか，リベット60トン，ボルト90トンを製作し，正確な時期は不明だが伸鉄機（出所資

155 「第二発電所鋳物工場」『宇部時報』1934年 4 月13日。
156 「竹内氏引退」『宇部時報』1938年12月25日。
157 「竹内氏渡満」『宇部時報』1934年11月24日。
158 「ハルセメントからミル用ボール注文」『宇部時報』1935年 2 月17日，「人」『宇部時報』1935年 6 月14日。
159 「竹内鉄工所満鮮に活躍」『宇部時報』1936年 4 月18日。
160 「人」『宇部時報』1935年 6 月21日。同月には宇部鉄工所が哈爾浜セメントより機械の引き合いを受けたこと，
竹内鉄工所主が同セメントのチューブミル用ボール納入のためハルビンへ出張するとの先行報道がみられる
（「重藤営業部長満洲に出張」『宇部時報』1935年 6 月 7 日，「人」『宇部時報』1935年 6 月14日）。

161 「鉄工界の王者を目指す」『宇部時報』1937年 3 月11日。
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料では伸鋼機と表記）も設置した162。37年

2 月末の同所の受注残高は表21の通りであ

る。宇部資本系が受注金額の57.5％を占め

たが，非宇部資本系企業の注文も多かっ

た。業種別ではセメント企業からの受注が

78.4％にのぼっていた。

宇部鉄工所は37年 2 月の重役会におい

て，事業拡張に関連して特殊品製造の開始

を決議した163。この特殊品はスチールボー

ル，リベット・ボールトならびに伸鉄で

あった。スチールボールへの進出は，セメ

ント製造業の発展に伴い需要が増加傾向に

あること，宇部鉄工所のミル制作が「逐次

増加ノ趨勢」にあり「スチールボールヲ自

供スル事ハ本機受注獲得ニ一段ト拍車ヲ掛ケ得」ることにあった。リベット・ボールトは，「常用品」

で「市内ニ於テモ相当量購入ノ現状ニア」ることが理由として挙げられた。伸鉄事業は鋳鋼用とし

て購入している原材料のうち条件を満たすものを加工することで，より付加価値のある製品に転化

することが可能であった。さらに残原料を鋳鋼使用へ転用できることは「原料経済上極メテ有利」

と見込まれ，当時宇部鉄工所が購入していた丸鉄の一部自供も期待された164。

この特殊製品の生産について，竹内鉄工所は「相当ノ信用ト販路ヲ有シテ」いた。宇部鉄工所は

竹内鉄工所を買収し，当該部門の製作技術と顧客を継承することで，ミルの製造・販売の強化をは

かり，さらに製鉄能力の充実を企図したとみられる。

宇部鉄工所が作成した，竹内鉄工所の買収目論書をまとめたものが表22である。工場の買収費

（建物機械器具，職工解雇手当，その他）は17万円165，工場転設備改善費として 5万円で，総額22万

円を計上している。竹内鉄工所買収にあたって算定された特殊製品の年収入は15万7350円であっ

た。ここから固定資産の償却金を 1年あたり 4万4000円（ 5 年年賦），一般経費分担金を 1万2000

円とし，差引純益金を10万1350円と見込んだ。買収費に対する利益率の見込みは年 4割 6分ときわ

めて高かった。特殊品の収支見込みでは，スチールボールの事業規模が最も大きく，また原価率も

（丸頭リベットについてはわずかな差ではあるが）相対的によいものであった。

162 「竹内鉄工所」『宇部時報』1936年 9 月 1 日，「工場の大拡張」『宇部時報』1937年 1 月20日。
163 「昭和拾弐年弐月弐拾五日 株式会社宇部鉄工所重役会議案」前掲『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会
社宇部鉄工所』所収の第 2号議案による。

164 伸鉄事業は，33年に宇部鉄工所も計画していたが実現に至らなかった事業であった（前掲「昭和拾弐年弐月
弐拾五日 株式会社宇部鉄工所重役会議案」）。

165 ただし，買収費に関してはこの後に作成された事業予算の計上額が16万円となっていることから（表14），
買収手続きが進むなかで減額されたか，別の予算項目への繰り入れなどの措置がとられた可能性がある。

表21　竹内鉄工所スチールボール受注残高（1937年2月28日時点）
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宇部鉄工所と竹内鉄工所の売買契約書は1937年 3 月20日付で作成された166。宇部鉄工所は竹内鉄

工所合併後のスチールボール製作について大陸方面のセメント会社と情報交換を行っている167。新

工場におけるボール工場の建物は37年 8 月に完成し，同月に旧竹内鉄工所の機械移転が開始され，

スチールボール部門は，新工場の生産施設の内で最も早く生産機能を発揮しはじめた168。

5 -6 生産と市場：朝鮮セメントと朝鮮臨時出張所
表 4によれば，これら旺盛な設備投資が遂行された期間における宇部鉄工所の製産額は右肩あが

りに推移した169。同期の宇部鉄工所の取引先はどのような企業だったのか170。

表23は第 4期の受注先を受注額別であらわしたものである。表には36年（第 3期）も含まれるが，

前後との関係を明確にするため併記している。その36年に，最も大きな受注先だったのは朝鮮セメ

ントであった。その構成比は，36年通期受注額の33.7％に達している。同社は宇部資本系企業とし

て朝鮮半島に設立された。宇部グループにおける海外進出の嚆矢である。朝鮮セメント設立時の宇

部鉄工所はすでにセメント製造用機械の高い技術力を備えており，海外のセメント企業向けに産業

機械を供給していた。

宇部鉄工所は，1936年11月に朝鮮セメントが位置する海州へ朝鮮臨時出張所（以下，朝鮮出張所

とする）を開設し，関連設備が設置され，職工・職員が配置された。この総人員はおよそ25名であ

り，諸機械製作の他，機械の破損を修理する場所の確保にもつながった171。朝鮮出張所は旋盤，ボー

166 前掲「昭和拾弐年弐月弐拾五日 株式会社宇部鉄工所重役会議案」。
167 「西野鉄工所常務」『宇部時報』1937年 4 月 8 日。
168 「ボール工場完成す」『宇部時報』1937年 8 月18日，「竹内鉄工場を銀砂倉庫に宛てる」『宇部時報』1937年 8
月22日，「鉄工所ボール工場」『宇部時報』1937年 9 月 3 日，「ボール工場完成」『宇部鉄工所』1937年 9 月19日。

169 第 4期における機械製品の物価指数は，期初年次（37年）は前年比で大きな上昇が確認されるものの，その
他の年次については，第 3期よりは振れ幅があるが，第 1・第 2期のような激しい変動は生じなかった（表
4）。

170 以下の考察は，明細不明の納入先が一部存在することを前提としたものである。その受注額・構成比につい
ても表23に示されているので確認されたい。

171 「朝鮮出張所域職員職工人選終了」『宇部時報』1936年10月 2 日。「宇部鉄工所朝鮮工場」『宇部時報』1936年
11月 6 日。

- - - - - - -

表22　竹内鉄工所買収にあたって算定された特殊製品の収支見込みと関連支出
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ル盤，シャーリング等，製罐と仕上げに要する機械が据付けられ，鋳物，鋳鋼品は宇部本社で製作

された172。鋳鋼・歯切は本社から分与されなかったようであるが，同年 4月には鋳造部の設置が決

定した173。

他方，設備投資計画の消化にともない，36年下期をピークとして，朝鮮セメント製造からの受注

は急速に減少した（表23）。受注の後に機械製作に移行することから，生産現場への影響はこれに

遅行したと考えられるが，1937年を過ぎると，宇部鉄工所の朝鮮セメント向けの機械製作は区切り

を迎えていたと思われる。38年 2 月には「現在の作業次第休業」する状況となり，同年 4月を目途

とした朝鮮臨時出張所廃止と本社への統合が決められた174。

表23によれば，第 4期は宇部窒素工業，宇部曹達工業，宇部セメント製造も拡張計画を遂行し，

とくに化学企業の新規投資額は巨額であったこともあり，37年，38年については朝鮮セメントの受

注減を内地の宇部資本系企業による受注がカバーした様子も読み取れる。

ただ，資本系列別で受注額を集計すると，朝鮮セメントの受注が急減した37年上期に受注額にお

ける宇部系列資本の割合は50％を割り込み，37年下期は一気に15.6％まで縮小している。その状況

は継続し，41年下期までの受注額のうちそのほとんどを非宇部資本系企業のものが占めるように

なった。表10によって宇部資本系および宇部資本が関与した製造業の設備投資と宇部鉄工所製産額

の相関係数をみると，第 4期は－0.47と逆相関の傾向を示しており，当該期における宇部鉄工所の

製産活動の増減は非宇部系資本企業の設備投資に大きく左右されたことを示唆する。

第 4期の受注について，まずは業種別の推移を確認したい。セメント産業は，1937年は10％半ば，

38年は10％前後の構成比と下落傾向を示しつつ一定の構成比を持ったが，39年以降は大きく受注額

を落とすことになった。統制強化のなかで「不要不急」産業として扱われ，資材供給の優先順位が

下げられたことなどにより，設備投資が停滞したことが影響したとみられる。

入れ替わるように受注が伸びたのは，金額が大きい順に，商社，電力・機械・製鉄，化学の 3セ

クターである。このうち商社の受注額通計は955万4637円で，総受注額の29.4％にのぼった。1938

年上期に急伸がみられ，その後40年上期に受注額・構成比はピークに達した。この商社のうち，受

注額の中心は守谷商会であった。

宇部鉄工所が守谷商会とつながりができたのは1935年である（ 4 - 2 参照）。守谷商会は，創業者

の守谷吾平が王子製紙の購買部長を務めた際に炭鉱業者との多くの交渉を経験したことで，長年鉱

山用諸機械の販売に力を入れており175，多くの鉱山と流通のパイプを持っていた。宇部鉄工所は守

谷商会と提携し，同商会が開拓した流通網を利用することで，これまで宇部鉄工所と接触が乏し

かったユーザー――提携開始時点の主力は筑豊炭田の諸炭鉱――と関係を持つことを期待したとみ

られる。

172 「宇鉄朝鮮分工場」『宇部時報』1936年11月25日。
173 「海州工場と改称」『宇部時報』1937年 4 月14日，「鋳造部増設」『宇部時報』1937年 4 月22日。
174 「事業界寸信」『宇部時報』1938年 2 月 8 日，1938年 2 月27日。
175 守谷正毅（1953） 3 頁。
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受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比
円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

沖ノ山炭鉱 69,200 11.0 43,900 3.4 52,784 5.2 13,730 1.2 73,140 2.6 38,519 1.4
東見初炭鉱 19,200 3.1 16,390 1.3 45,407 4.5 27,261 2.3 87,080 3.1 103,564 3.8 10,458 0.3 44,360 0.8 72,165 1.7 44,515 0.9
三井鉱山 72,800 11.6 43,550 3.4 63,795 6.3 101,985 8.7 64,776 2.3 466,601 17.3 213,306 5.1 84,997 2.3 50,601 0.9 51,387 1.2 70,985 3.2 182,159 3.7
三菱鉱業 191,945 8.7 345,155 7.0
その他（6社） 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 76,700 2.0 0 0.0 0 0.0 134,847 6.1 159,337 3.2
小計 161,200 25.7 103,840 11.3 161,986 26.1 142,976 12.2 224,996 7.9 608,684 22.6 213,306 5.1 172,155 4.6 94,961 1.7 123,552 3.0 397,777 18.0 731,166 14.8
菱美電気 523,000 18.5 331,000 7.9 214,970 3.9 105,800 4.8 1,019,600 20.6
日本発送電 174,163 4.6 174,810 3.2 104,945 2.5 132,495 6.0 216,525 4.4
石川島タービン 226,200 4.1 408,400 18.5
三菱重工業 250,519 8.8
山本機工 87,260 1.6 155,500 3.7 27,750 1.3 96,100 1.9
川崎重工業 479,000 11.5
桜井三郎 17,666 0.6 494,060 18.3 582,028 13.9 132,346 3.5 330,978 6.0 135,170 3.2
尼崎製鉄 374,900 9.0
日本鉱山ボール 126,680 2.3 381,423 9.1
山口県鉄工業組合 800 0.1 10,710 0.8 9,014 0.9 106,020 9.1
その他（3社） 89,360 3.2 22,040 0.8 44,365 1.2

小計 800 0.1 10,710 0.8 9,014 0.9 106,020 9.1 880,545 31.1 516,100 19.1 913,028 21.8 350,874 9.3 1,160,898 21.1 1,630,938 39.0 674,445 30.6 1,332,225 26.9
宇部セメント 45,900 7.3 88,490 6.9 33,227 3.3 53,168 4.5 75,164 2.7 44,310 1.6 55,104 1.3 47,253 1.3 34,394 0.8 26,010 1.2 44,476 0.9
朝鮮セメント 261,200 41.7 381,980 29.9 107,184 10.7 66,535 5.7 52,942 1.9 109,959 2.0
小野田セメント 6,200 1.0 4,760 0.4 4,860 0.5 15,304 1.3 133,460 4.7 67,818 2.5 103,220 2.5 34,012 0.9
浅野セメント 13,860 1.1 14,579 1.4 37,117 3.2 45,278 1.6 30,570 1.4
その他（5社） 17,125 2.7 1,517 0.1 329 0.0 30,205 2.6 27,840 1.0 126,192 4.7

小計 330,425 52.7 490,607 38.4 160,179 15.9 202,329 17.3 334,684 11.8 238,320 8.8 158,324 3.8 81,265 2.2 109,959 2.0 34,394 0.8 56,580 2.6 44,476 0.9
宇部窒素 11,900 1.9 158,520 12.4 180,777 18.0 21,252 1.8 65,290 2.3 110,954 4.1 93,107 2.2 74,699 2.0 126,831 2.3 35,341 0.8 131,095 5.9 31,689 0.6
宇部曹達 137,798 4.9 150,272 5.6 26,978 0.6
宇部油化工業 232,825 4.2
日満マグネシウム 13,915 1.1 2,085 0.2 13 0.0 149,300 5.3
日本窒素 7,060 0.3 509,228 12.2 1,589,263 42.2 241,325 4.4 445,820 10.7 42,498 1.9 683,570 13.8
吉林人造石油 715,000 13.0
協同油脂 468,900 11.2
徳山曹達 580 0.1 3,330 0.3 7,294 0.7 9,326 0.8 77,482 2.7 4,282 0.1 81,939 2.2
東洋曹達 140 0.0 4,100 0.4 18,304 1.6
帝国人絹 13,120 0.5 13,977 0.5 34,980 0.8
山陽化学 207,000 4.9

小計 12,480 2.0 175,905 13.8 194,256 19.3 48,895 4.2 442,990 15.7 282,263 10.5 875,575 20.8 1,745,901 46.4 1,315,981 23.9 950,061 22.7 173,593 7.8 715,259 14.4
守谷商会 14,400 2.3 41,310 3.2 100,332 10.0 433,070 37.0 499,884 17.6 512,437 19.0 629,931 15.0 535,433 14.2 1,215,232 22.1 744,311 17.8 394,867 17.9 1,223,575 24.8
今井工業 256,170 6.1 217,267 5.8 416,596 7.6 96,360 2.3 110,220 5.0 173,637 3.5
東満州産業・親和貿易 69,025 2.4 33,000 1.2 286,170 6.8 46,700 1.2 119,100 2.9 77,550 1.6
山本商店（山本貞吉） 168,000 4.0 187,500 5.0 413,061 7.5
三菱商事 16,800 2.7 18,490 1.4 16,701 1.7 34,808 3.0 76,060 2.7 95,660 3.6 104,815 1.9 38,708 0.9
その他（3社） 33,397 1.2 124,500 3.0 70,560 1.4

小計 31,200 5.0 59,800 4.6 117,033 11.7 467,878 40.0 644,969 22.7 674,494 25.0 1,340,271 31.9 986,900 26.2 2,149,704 39.1 1,122,979 26.9 505,087 22.9 1,545,322 31.3
その他 小計 9,600 1.5 10,520 0.8 63,280 6.3 11,215 1.0 149,371 5.3 252,819 9.4 45,000 1.2 32,645 1.5
明細無し 小計 80,895 12.9 427,818 33.4 300,562 29.9 190,112 16.3 156,956 5.5 120,220 4.5 690,090 16.5 383,095 10.2 664,793 12.1 315,751 7.6 370,308 16.8 570,593 11.6

407,400 65.0 703,195 55.0 421,464 41.9 181,959 15.5 640,714 22.8 447,619 16.5 175,189 4.1 132,410 3.6 513,975 9.3 141,900 3.3 157,105 7.1 120,680 2.4
219,200 35.0 576,005 45.0 584,846 58.1 987,466 84.5 2,193,797 77.2 2,245,281 83.5 4,015,404 95.9 3,632,780 96.4 4,982,321 90.7 4,035,775 96.7 2,053,330 92.9 4,818,361 97.6
626,600 100.0 1,279,200 100.0 1,006,310 100.0 1,169,425 100.0 2,834,511 100.0 2,692,900 100.0 4,190,593 100.0 3,765,190 100.0 5,496,296 100.0 4,177,675 100.0 2,210,435 100.0 4,939,041 100.0

うちスチールボール n.a n.a n.a n.a 560,075 19.8 974,008 36.2 898,871 21.4 823,666 21.9 1,354,047 24.6 826,347 19.8 1,020,042 46.1 1,241,677 25.2
出所：『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』宇部興産株式会社所蔵，『昭和拾四年以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工
所』宇部興産株式会社所蔵，『昭和拾六年以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』宇部興産株式会社所蔵　に記載された数値を集計して作
成。
注）各業種その他の企業は，満州炭鉱，茂山鉄鉱，鯛生産業，金井鉱山，三成鉱業，日本産金（以上鉱業），海州鉄工，日立製作所，朝鮮重工
業（以上電力・機械・製鉄），太平セメント，昭和セメント，岐阜セメント，産業セメント，撫順セメント（以上セメント），清水商店，三江
商会，中塩商会（以上商社），大阪小山，日本火薬，日本製鉄，山口自動車，小倉工廠，統制工業，日本石綿盤，北海石綿，東洋金属（以上そ
の他）。

40年上 40年下37年下 38年上 38年下 39年上 39年下 41年上

鉱業

電力・機械・
製鉄

セメント

化学

商社

業種・企業名

宇部系列小計
非宇部系列小計

合計

41年下36年上 36年下 37年上

表23　宇部鉄工所の主要受注先と受注金額 （1936～41年）
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産炭地の産業機械工業

受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比 受注額 構成比
円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

沖ノ山炭鉱 69,200 11.0 43,900 3.4 52,784 5.2 13,730 1.2 73,140 2.6 38,519 1.4
東見初炭鉱 19,200 3.1 16,390 1.3 45,407 4.5 27,261 2.3 87,080 3.1 103,564 3.8 10,458 0.3 44,360 0.8 72,165 1.7 44,515 0.9
三井鉱山 72,800 11.6 43,550 3.4 63,795 6.3 101,985 8.7 64,776 2.3 466,601 17.3 213,306 5.1 84,997 2.3 50,601 0.9 51,387 1.2 70,985 3.2 182,159 3.7
三菱鉱業 191,945 8.7 345,155 7.0
その他（6社） 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 76,700 2.0 0 0.0 0 0.0 134,847 6.1 159,337 3.2
小計 161,200 25.7 103,840 11.3 161,986 26.1 142,976 12.2 224,996 7.9 608,684 22.6 213,306 5.1 172,155 4.6 94,961 1.7 123,552 3.0 397,777 18.0 731,166 14.8
菱美電気 523,000 18.5 331,000 7.9 214,970 3.9 105,800 4.8 1,019,600 20.6
日本発送電 174,163 4.6 174,810 3.2 104,945 2.5 132,495 6.0 216,525 4.4
石川島タービン 226,200 4.1 408,400 18.5
三菱重工業 250,519 8.8
山本機工 87,260 1.6 155,500 3.7 27,750 1.3 96,100 1.9
川崎重工業 479,000 11.5
桜井三郎 17,666 0.6 494,060 18.3 582,028 13.9 132,346 3.5 330,978 6.0 135,170 3.2
尼崎製鉄 374,900 9.0
日本鉱山ボール 126,680 2.3 381,423 9.1
山口県鉄工業組合 800 0.1 10,710 0.8 9,014 0.9 106,020 9.1
その他（3社） 89,360 3.2 22,040 0.8 44,365 1.2

小計 800 0.1 10,710 0.8 9,014 0.9 106,020 9.1 880,545 31.1 516,100 19.1 913,028 21.8 350,874 9.3 1,160,898 21.1 1,630,938 39.0 674,445 30.6 1,332,225 26.9
宇部セメント 45,900 7.3 88,490 6.9 33,227 3.3 53,168 4.5 75,164 2.7 44,310 1.6 55,104 1.3 47,253 1.3 34,394 0.8 26,010 1.2 44,476 0.9
朝鮮セメント 261,200 41.7 381,980 29.9 107,184 10.7 66,535 5.7 52,942 1.9 109,959 2.0
小野田セメント 6,200 1.0 4,760 0.4 4,860 0.5 15,304 1.3 133,460 4.7 67,818 2.5 103,220 2.5 34,012 0.9
浅野セメント 13,860 1.1 14,579 1.4 37,117 3.2 45,278 1.6 30,570 1.4
その他（5社） 17,125 2.7 1,517 0.1 329 0.0 30,205 2.6 27,840 1.0 126,192 4.7

小計 330,425 52.7 490,607 38.4 160,179 15.9 202,329 17.3 334,684 11.8 238,320 8.8 158,324 3.8 81,265 2.2 109,959 2.0 34,394 0.8 56,580 2.6 44,476 0.9
宇部窒素 11,900 1.9 158,520 12.4 180,777 18.0 21,252 1.8 65,290 2.3 110,954 4.1 93,107 2.2 74,699 2.0 126,831 2.3 35,341 0.8 131,095 5.9 31,689 0.6
宇部曹達 137,798 4.9 150,272 5.6 26,978 0.6
宇部油化工業 232,825 4.2
日満マグネシウム 13,915 1.1 2,085 0.2 13 0.0 149,300 5.3
日本窒素 7,060 0.3 509,228 12.2 1,589,263 42.2 241,325 4.4 445,820 10.7 42,498 1.9 683,570 13.8
吉林人造石油 715,000 13.0
協同油脂 468,900 11.2
徳山曹達 580 0.1 3,330 0.3 7,294 0.7 9,326 0.8 77,482 2.7 4,282 0.1 81,939 2.2
東洋曹達 140 0.0 4,100 0.4 18,304 1.6
帝国人絹 13,120 0.5 13,977 0.5 34,980 0.8
山陽化学 207,000 4.9

小計 12,480 2.0 175,905 13.8 194,256 19.3 48,895 4.2 442,990 15.7 282,263 10.5 875,575 20.8 1,745,901 46.4 1,315,981 23.9 950,061 22.7 173,593 7.8 715,259 14.4
守谷商会 14,400 2.3 41,310 3.2 100,332 10.0 433,070 37.0 499,884 17.6 512,437 19.0 629,931 15.0 535,433 14.2 1,215,232 22.1 744,311 17.8 394,867 17.9 1,223,575 24.8
今井工業 256,170 6.1 217,267 5.8 416,596 7.6 96,360 2.3 110,220 5.0 173,637 3.5
東満州産業・親和貿易 69,025 2.4 33,000 1.2 286,170 6.8 46,700 1.2 119,100 2.9 77,550 1.6
山本商店（山本貞吉） 168,000 4.0 187,500 5.0 413,061 7.5
三菱商事 16,800 2.7 18,490 1.4 16,701 1.7 34,808 3.0 76,060 2.7 95,660 3.6 104,815 1.9 38,708 0.9
その他（3社） 33,397 1.2 124,500 3.0 70,560 1.4

小計 31,200 5.0 59,800 4.6 117,033 11.7 467,878 40.0 644,969 22.7 674,494 25.0 1,340,271 31.9 986,900 26.2 2,149,704 39.1 1,122,979 26.9 505,087 22.9 1,545,322 31.3
その他 小計 9,600 1.5 10,520 0.8 63,280 6.3 11,215 1.0 149,371 5.3 252,819 9.4 45,000 1.2 32,645 1.5
明細無し 小計 80,895 12.9 427,818 33.4 300,562 29.9 190,112 16.3 156,956 5.5 120,220 4.5 690,090 16.5 383,095 10.2 664,793 12.1 315,751 7.6 370,308 16.8 570,593 11.6

407,400 65.0 703,195 55.0 421,464 41.9 181,959 15.5 640,714 22.8 447,619 16.5 175,189 4.1 132,410 3.6 513,975 9.3 141,900 3.3 157,105 7.1 120,680 2.4
219,200 35.0 576,005 45.0 584,846 58.1 987,466 84.5 2,193,797 77.2 2,245,281 83.5 4,015,404 95.9 3,632,780 96.4 4,982,321 90.7 4,035,775 96.7 2,053,330 92.9 4,818,361 97.6
626,600 100.0 1,279,200 100.0 1,006,310 100.0 1,169,425 100.0 2,834,511 100.0 2,692,900 100.0 4,190,593 100.0 3,765,190 100.0 5,496,296 100.0 4,177,675 100.0 2,210,435 100.0 4,939,041 100.0

うちスチールボール n.a n.a n.a n.a 560,075 19.8 974,008 36.2 898,871 21.4 823,666 21.9 1,354,047 24.6 826,347 19.8 1,020,042 46.1 1,241,677 25.2
出所：『昭和拾年度以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』宇部興産株式会社所蔵，『昭和拾四年以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工
所』宇部興産株式会社所蔵，『昭和拾六年以降 取締役会決議書 株式会社宇部鉄工所』宇部興産株式会社所蔵　に記載された数値を集計して作
成。
注）各業種その他の企業は，満州炭鉱，茂山鉄鉱，鯛生産業，金井鉱山，三成鉱業，日本産金（以上鉱業），海州鉄工，日立製作所，朝鮮重工
業（以上電力・機械・製鉄），太平セメント，昭和セメント，岐阜セメント，産業セメント，撫順セメント（以上セメント），清水商店，三江
商会，中塩商会（以上商社），大阪小山，日本火薬，日本製鉄，山口自動車，小倉工廠，統制工業，日本石綿盤，北海石綿，東洋金属（以上そ
の他）。

40年上 40年下37年下 38年上 38年下 39年上 39年下 41年上

鉱業

電力・機械・
製鉄

セメント

化学

商社

業種・企業名

宇部系列小計
非宇部系列小計

合計

41年下36年上 36年下 37年上
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その効果は大きく，表23によれば，第 4期における守谷商会からの受注額は，通計で約629万円

に達している。これは同期における受注総額の19.4％を占める数値である。宇部鉄工所が宇部炭田

の諸炭鉱で培った鉱山機械製作技術をもとに他炭田の鉱山機械市場に本格的に参入し，売上を拡大

したことを意味する。この守谷商会が扱った商品は鉱山用機械だけではない可能性もある。同時代

の資料は未見であるが，戦後の文献に守谷商会が宇部興産株式会社宇部鉄工所製機械としてセメン

ト機械，微粉炭燃焼装置，スチールボール等，第 4期における宇部鉄工所の主力商品が記載されて

いるためである176。老舗の機械商社と取引関係を結ぶことは，受注額の増加と取引企業の拡大とい

う意味で，大きな効果を持った。

そのほかの商社では，今井工業も同じく鉱山用機械の卸売機能を持っていた。守谷商会のように

複数の産業機械メーカーと供給関係を取り結んだのか否かは不明であるが，「株式会社宇部鉄工所

福岡出張所」の名義で福岡市に事務所を持っていたようである177。山本商店（山本貞吉）は大阪の

鋼材問屋，東満州産業，親和貿易は大陸に向けて納品であったと推測される。

電力・製鉄・機械の第 4期の受注額通計は757万4087円で，総受注額の23.3％を占めた。商社と

同じく38年上期に急伸し，半期ごとの波は生じながらも，受注額は伸長傾向で推移して，40年下期

以降の構成比は高位で安定している。第 3期・ 4期における宇部鉄工所の製鋼設備拡張は，同業種

への進出拡大の支えになったと思われ，とくに第 4期については全体の受注をけん引した業種で

あったと評価できる。三菱重工，菱見電気，石川島タービン，川崎重工，尼崎製鉄のほか，各種配

給組合からの発注も受けている。桜井三郎は1932年に日本製鉄に入社し，八幡に勤務して原料関係

の業務に従事したのち，本社営業部に転じた人物であり178，日本製鉄向けの納入と推測される。

化学メーカーとの取引も1938年上期に急伸した。第 4期の受注通計は674万4774円（同期構成比

20.8％）であり，メーカーとの直接取引では電力・製鉄・機械と双璧をなした。受注のピークは39

年下期におとずれ，その後は緩やかに受注額と構成比を落とした。非宇部資本系企業からの受注の

柱は日本窒素（後掲表24によると朝鮮窒素への納入と思われる）であり，吉林人造石油や協同油脂，

山陽化学，山口県内の化学企業である徳山曹達，東洋曹達，帝人など多様な化学メーカーと取引関

係を結んだ。

これら諸企業への納入機械のすべてを明らかにすることはできない。しかし微粉炭燃焼装置と関

連部品（スチールボール）は，花形商品として多くのメーカーに需要された。取締役会でも，「受

注ノ主ナルモノハ，吉林人造石油及日本窒素肥料微粉炭機一二台，セメント，鉱山，発電所用鋼球」

（40年 4 月）179，「九月分決算ニ於テハ日窒納メ微粉炭燃焼装置一〇台製品完成ニ依リ，利益金ヲ激増

セリ」（40年10月）180，「六，七月ニ於テ日発尼崎，木津川発電所用石炭乾燥機，日窒微粉炭燃焼装置，

176 守谷正毅（1953）57頁。
177 『九州鉱山学会誌』第12巻第 5号〔1941年〕掲載広告。
178 『経済時代』第17巻第 2号（経済時代社，1952年）62頁。
179 前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」（1940年 4 月 4 日）。
180 前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会議案」（1940年10月14日）。
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守谷ロッドパー等大口受註ノ為メ，巳ニ弐百五拾

萬円ニ達シ」（41年 8 月）181 などの言及が確認さ

れる。

表23によれば，1938年上期から41年下期におけ

るスチールボールの受注額通計は769万8733円に

のぼり，第 4期総計値の23.7％に達し，同期にお

ける電力・製鉄・機械業界向けの受注額通計を上

回る数値である。スチールボールは微粉炭燃焼装

置の部品としても用いられたことから，同装置に

関連する受注額の積算値はこれをさらに超えるこ

とになろう。少なくとも売上高には貢献したよう

にみえるし，資料が少なく，ニュアンスの取り方

も難しいが，前掲した取締役会資料（40年10月）

では収益的にも寄与する商品であったことも示唆

している。

宇部鉄工所が製作する微粉炭燃焼装置は，第 2

期後半に，宇部セメント向けの石炭粉砕装置とし

て技術開発がなされたことに淵源がある（ 3 - 2

参照）。その後第 3期に，宇部窒素，宇部曹達と

いう，同じく宇部資本系企業むけに複数の微粉炭

燃焼装置が製作され，技術の蓄積と錬磨につな

がった（ 4 - 2 参照）。そして第 4期の37年11月，

非宇部資本系である関西共同火力発電所より微粉

炭燃焼装置の引合いがなされている182。表24は宇

部鉄工所が作成した「宇部式製微粉炭燃焼装置」の納入実績一覧である。「宇部式」とは自社開発

の技術を用いた商品という意味を持つと思われる。作成年次は不明だが，作成者は「株式会社宇部

鉄工所」であることから宇部興産合併（1942年）前の作成とみられ，表23と対照すると1940-41年

頃の資料と推測される。

表によれば，宇部鉄工所の微粉炭燃焼装置は非宇部資本系の発電所，機械，化学メーカーに数多

く納入されている。業種を超えた需要があったということは，売上高の確保に対する高い貢献につ

ながったと思われる。とりわけ，朝鮮窒素・日本窒素（納入実績94台中20台），吉林人造石油（同

前20台），日本発送電（同前12台）への納入は突出しており，製造原価における発電コストの割合

181 前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会会議案」（1941年 8 月17日）。
182 「粉炭燃焼機好評」『宇部時報』1937年11月25日。

2

2

2

-

表24　「宇部式微粉炭燃焼装置」納入先
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が高いユーザーに数多く需要された。非宇部資本系企業への納入台数は，総納入数94台中68台であ

る。したがって微粉炭燃焼装置は，同系資本企業での製作技術の蓄積・練磨→非同系資本への進出

加速という鉱山用機械と同じ経路をたどった展開がなされたといえるだろう。

最後に，軍需関係については1938年下期に小倉陸軍造兵廠（以下，小倉工廠）による 6万円の受

注が記録されている183。ただし，工廠の受注が記録されているのは同期だけであり，その他の軍関

係の受注は，表23の明細無しに繰り入れられているように思われる。41年 8 月の取締役会で，宇部

鉄工所は，同年に「官ノ検査ト同一程度」の機能を持つ検査係を社長直属で設置している。小倉陸

軍造兵廠の指示によるものであり184，工廠関係の受注によって生産現場の質的強化が遂行されたと

いえよう。

おわりに

以上，宇部鉄工所の経営を 4期に分けて検討してきた。宇部鉄工所はこれまで収益事業としてと

らえられることは少なかった。しかし，宇部地域内における炭鉱事業，セメント事業への関与を通

じて製作技術を錬磨することにより，第 3期以降商圏を広げ，多くの利潤を宇部にもたらすことに

なった。繰り返しになるが，生産財メーカーの連なりである宇部資本系の企業グループとしても，

宇部鉄工所という機械部門を内部に抱えることで，緊密な情報交換にもとづく生産ラインの整備な

ど，競争力構築に対する高い貢献が期待できた。しかしながら，本稿では受注企業側の側面からの

描写はかなりの深度で行い得たが，発注企業側からみた宇部鉄工所の位置づけについては実証的な

課題が残っている。今後も資料調査と分析を継続したい。

付記

本稿で使用した資料・文献について宇部興産株式会社，高良家，宇部市立図書館，株式会社三井

三池製作所，株式会社安川電機，株式会社幸袋テクノ，福岡県立図書館にご厚意をいただきました。

また，資料，産業機械メーカーの製作機械，経営，技術，宇部地域の人的ネットワークについて渡

邊裕志氏，藤永徹也氏，高良宗七氏，真部尚志氏，そして高雄大助氏から多くのご教示と励ましを

いただきました。相関係数算出の際における数値の取り方については，松川太一郎先生（鹿児島大

学法文学部）からご助言をいただきました。この場を借りて深くお礼申し上げます。なお，本稿は

科学研究費補助金（課題番号：21K01600）による成果の一部である。

183 前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会会議案」（1938年12月12日）。表23ではその他に繰り入れている。
184 前掲「株式会社宇部鉄工所取締役会会議案」（1941年 8 月17日）。
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